
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 審査の総括報告 



資料Ⅰ－１－１－① 各府省の基本計画等における実績評価方式による評価の方式 

各府省の基本計画等において、実績評価の方式について定められている内容をみると、いずれ
の府省も「目標を設定し」、「目標の達成度合いについて評価する」という要素を含んでおり、そ
の基本的枠組みは、基本方針で掲げられている「実績評価方式」に沿ったものとなっている。 

府  省 評 価 の 方 式

内 閣 府 

政策を決定した後に、政策の不断の見直しや改善に資する見地から、あらかじめ政策
効果に着目した達成すべき目標を設定し、これに対する実績を定期的・継続的に測定す
るとともに、目標期間が終了した時点で目標期間全体における取組や最終的な実績等を
総括し、目標の達成度合いについて評価する方式 

公 正 取 引 
委  員  会 

各施策等について、具体的にどのような成果を挙げたか、各施策等の推進に向けて設
定される目標がどの程度実現されたか等を定期的・継続的に検証する方式 

国家公安委
員会･警察庁 

警察行政の各分野における政策について、政策の目的と手段の対応関係を明示しつつ、
あらかじめ実現すべき目標を設定し、これに対する実績を定期的・継続的に測定すると
ともに、目標期間が終了した時点で目標期間全体における取組みや最終的な実績等を総
括し、目標の実現状況について評価する方式 

金 融 庁 
金融庁の主要な政策について、各分野ごとにあらかじめ達成すべき目標を設定し、そ

れに対する実績を測定しその達成度を評価することにより、政策の達成度合いについて
の情報の提供を目的とする評価 

総 務 省 
評価対象政策の目標をあらかじめ明示し、これに対する実績を定期的・継続的に測定・

評価する方式 

公害等調整
委 員 会 

政策の特性等に応じ、当委員会の主要な政策について、あらかじめ政策効果に着目し
た達成すべき目標を設定し、これに対する実績を定期的かつ継続的に測定するとともに、
目標期間が終了した時点で目標期間全体における取組や最終的な実績等を総括した上
で、その達成度合いを評価する方式 

法 務 省 
あらかじめ政策効果に着目した達成すべき目標を設定し、これに対する実績を定期

的・継続的に測定するとともに、目標期間が終了した時点で目標期間全体における取組
や最終的な実績等を総括し、目標の達成度合いについて評価する方式 

財 務 省 
行政の幅広い分野において、あらかじめ達成すべき目標を設定し、それに対する実績

を測定しその達成度を評価することにより、政策の達成度合いについての情報を提供す
ることを主眼とする評価方式 

文部科学省 

政策・施策を対象に、その実施後に、政策・施策の不断の見直しや改善に資する情報
を提供することを目的として、政策効果に着目した達成すべき政策目標、施策目標及び
達成目標を設定し、それらに対する実績を定期的・継続的に測定するとともに、施策目
標・達成目標期間が終了した時点で目標期間全体における取組や最終的な実績等を総括
し、目標の達成度合いについて評価する方式 

厚生労働省 

政策の不断の見直しや改善に資する見地から、あらかじめ政策効果に着目した達成す
べき目標を設定し、これに対する実績を定期的・継続的に測定するとともに、目標期間
が終了した時点で目標期間全体における取組や最終的な実績等を総括し、目標の達成度
合いについて評価する方式 

農林水産省 
農林水産省が行う行政分野全般にわたる主要施策を対象に、あらかじめ目標を設定し

定期的（１年ごと）にその目標に対する実績を測定する方式 

経済産業省 
施策の成果（アウトカム）に着目して目標を設定し、その実現へ向けた具体的な取組

や実施期間、最終的な実績・成果等を総合的に勘案して目標の達成度合いを評価 

国土交通省 
省の主要な行政目的に係る政策目標をあらかじめ設定し、それに対する業績を測定し、

その達成度を評価する方式 

環 境 省 
評価対象の施策毎にあらかじめ設定した目標の達成状況を客観的な指標等によって測

定を行い、施策に係る現状及び課題等の分析を踏まえて、評価を行う 

防 衛 省 

政策を決定した後に、政策の不断の見直しや改善に資する見地から、政策の目的と手
段の対応関係を明示しつつ、あらかじめ達成すべき目標を設定し、これに対する実績を
定期的、継続的に測定するとともに、目標期間が終了した時点で目標期間全体における
取組や最終的な実績等を総括し、目標の達成度合いについて評価する方式 

（注）各府省の基本計画等を基に作成した。 
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資料Ⅰ－１－１－②  目標の設定の仕方及び想定されている目標期間 

各府省の基本計画及び実施計画において、実績評価方式による評価についての政策の目標の設定の仕
方及び想定されている目標期間をみると、いずれの府省においても、達成すべき目標の設定に当たって、
評価法の趣旨を踏まえ、政策の効果（アウトカム）に着目した目標を設定することが原則となっている。 

府 省 目標の設定 
想定されている目標期間 

目標期間 基本計画等における記述

内 閣 府 

基本計画において、基本方針が定める
実績評価の方式の考え方（「あらかじめ政
策効果に着目した達成すべき目標を設
定」）を用いることとし、実施計画におい
て「達成目標」を定めている。 

単年度
又は複
数年度

基本計画及び実施計画において、
目標期間についての記述は特段行
われていない。 

公正取引委
員会 

基本計画において、「できる限り政策効
果を定量的に把握することができる手法
を用いる」ことを前提に、目標について、
「可能な限り客観的に達成度を測定す
る」観点から「各施策等の推進に向けて
設定」することとし、実施計画において
「目標」を定めている。 

単年度
又は複
数年度

実施計画の別紙１において、施策
ごとに「達成時期」を設定している。

国家公安委
員会・警察
庁 

基本計画において、「警察行政におけ
る主要な目標(基本目標)を設定し、当該
基本目標を実現するための個別の政策が
目指す具体的目標（業績目標）を選択」、
「業績指標には、達成目標を設定すると
ともに、その達成時期を明確にする。達
成目標は、定量的な数値目標であること
が望ましい」とし、毎年の実績評価計画
書において「基本目標、業績目標」を定
めている。 

単年度
又は複
数年度

基本計画において、「業績目標ご
とに設定した業績指標を１年以上
の一定期間測定することにより、業
績目標の実現状況を評価する」とさ
れ、実績評価計画書において、具体
の評価期間を設定している。 

金 融 庁 

基本計画において、「評価の実施にあた
り、当該政策に関しあらかじめ目標を設
定」、「目標は、成果に着目した目標で国
民に分かりやすいものとなるように努
め、具体的かつ客観的に達成度を測定で
きるような定量的又は定性的な指標を用
いるものとなるように努めるものとす
る」としている。 

単年度

基本計画において、「定期的（毎
事務年度）に、目標に対する実績の
測定を行い、その達成度に関して評
価を実施する」とされている。 

総 務 省 

基本計画において、「当該政策の基本目
標、その達成度合いを測るための目標
（値）を設定した指標及び参考となる指
標その他の参考となる情報（以下「基本
目標等」という）については、意見公募
手続を実施した上で、毎年度当初に設定
する」こととし、毎年度の目標設定表に
おいて、対象政策ごとに基本目標等を定
めている。 

単年度
又は複
数年度

毎年度の目標設定表において、
「目標年度」を指標ごとに設定して
いる。 

公害等調整
委員会 

基本計画において、「あらかじめ政策効
果に着目した達成すべき目標を設定」す
ることとし、実施計画において、対象と
する政策の「目標」を定めている。 

単年度

 実施計画において、「原則として、
対象期間内に実施した所掌事務の
処理状況について取りまとめ」るも
のとされている。 

法 務 省 

基本計画において、「あらかじめ政策効
果に着目した達成すべき目標を設定」、目
標その他必要な事項を実施計画で定める
こととし、実施計画において「基本目標」
及び「達成目標」を定めている。 

単年度
又は複
数年度

基本計画において、「定期的・継
続的に測定するとともに，目標期間
が終了した時点で目標期間全体に
おける取組や最終的な実績等を総
括し、目標の達成度合いについて評
価する」とされている。 

   (次のページに続く。）
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（続き）  

財 務 省 

基本計画において、「体系的に目標を設
定し、目標の間の整合性を図ることとし、
成果重視のもので、客観的にかつ定量
的・定性的に測定可能な目標の設定を目
指す」こととし、実施計画において「総
合目標」、「政策目標」等を定めている。

単年度

基本計画において、「実績評価に
ついては、対象期間を会計年度（４
月から翌年３月）として毎年度実施
することとする」とされている。 

文部科学省 

基本計画において、「政策効果に着目し
た達成すべき政策目標、施策目標及び達
成目標を設定」することとし、基本計画
の別紙において「政策目標」及び「施策
目標」を定めている。 

単年度
又は複
数年度

基本計画において、「政策効果に
着目した達成すべき政策目標、施策
目標及び達成目標を設定し、それら
に対する実績を定期的・継続的に測
定するとともに、施策目標・達成目
標期間が終了した時点で目標期間
全体における取組や最終的な実績
等を総括し、目標の達成度合いにつ
いて評価する」とされている。 

厚生労働省 

 基本計画において、「達成すべき目標に
ついては、評価の対象となる政策の性質
等に応じ、さらに客観的に達成度を測定
できるようなものとなるよう努める」こ
ととし、基本計画の別紙において「基本
目標」、「施策目標」及び「個別目標」を
定めている。 

単年度
又は複
数年度

 実施計画の別紙「政策体系及び評
価予定表」において、評価対象とす
る施策目標ごとに基本計画期間中
（平成 19年度から 23年度までの５
年間）の評価予定表が策定されてい
る。 

農林水産省 

食料・農業・農村基本法、森林・林業
基本法、水産基本法及び基本計画等に基
づいて「目標を設定し、それらの目標に
照らした政策効果の把握を行うことを基
本とする」、「政策の結果として国民にど
のような成果がもたらされたか（アウト
カム）に基づいた目標の設定を基本とす
る」としている。 

複 数
年 度

基本計画において、「あらかじめ
目標を設定し定期的（１年ごと）に
その目標に対する実績を測定」し、
「初年度から目標年度までの間に
実施する実績評価に当たっての達
成度合は、当該年度における目標値
を算出した上で、当該年度の目標値
から基準値（達成度合を測るに当た
っての起点となる値）やすう勢値を
差し引いた値と、当該年度の実績値
から基準値やすう勢値を差し引い
た値との差を比較することを基本
とする」とされている。 

経済産業省 

基本計画において、「特定の行政課題に
対応するために目標を掲げ」、「施策の成
果（アウトカム）に着目して目標を設定」
するとしている。 

単年度
又は複
数年度

基本計画において、「具体的な対
象については、毎年度、実施計画に
おいて明らかにする」、「原則とし
て、３年から５年の間に一度事後評
価を行う」とされている。 

国土交通省 

基本計画において、「政策チェックアッ
プは、国土交通省の主要な行政目的に係
る政策を対象とし、それらに関して国民
的視点から（アウトカムベース）横断的
かつ体系的に整理した政策目標を明らか
にする」こととし、基本計画の別紙にお
いて「政策目標」及び「業績指標」、その
「目標値」を定めている。 

複 数
年 度

基本計画において、「政策目標及
び施策目標について、その達成度合
いを表す業績指標を設定するとと
もに、各業績指標に係る今後５年以
内の目標値を設定する。」とされて
おり、基本計画の別紙において、目
標年次が設定されている。 

環 境 省 
実施計画において、「評価対象の施策毎

にあらかじめ設定」することとし、「施策」
毎に複数の「目標」を定めている。 

単年度
又は複
数年度

 基本計画及び実施計画において、
目標期間についての記述は特段行
われていない。 

防 衛 省 

基本計画において、「政策の不断の見直
しや改善に資する見地から、あらかじめ
達成すべき目標を設定」することとし、
実施計画において「基本目標」及び「下
位目標」を定めている。 

単年度
又は複
数年度

基本計画において、「計画期間内
において事後評価の対象としよう
とする政策」を定め、「具体的な評
価対象施策については、毎年度、実
施計画において定める」とされてい
る。 
実施計画においては、「達成年度」

を下位目標ごとに設定している。 

（注）各府省の基本計画等を基に作成した。 
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資料Ⅰ－１－１－③ 実績評価方式による評価の対象とする政策 

各府省の基本計画等において、実績評価方式による評価の対象とする政策の範囲をみると、ほと
んどの府省は、いずれも評価法第６条第３項が求めている「当該行政機関がその任務を達成するた
めに社会経済情勢等に応じて実現すべき主要な行政目的に係る政策」についての事後評価を実績評
価方式により行うこととしている。 

府 省 対     象 

内 閣 府 

内閣府の所掌する分担管理事務(注)であって、内閣府本府の主要な行政目的に係る政策

のうち、「施策」レベルでとらえることが可能な政策全般及び成果重視事業 

(注) 内閣府設置法第４条第３項に定める事務 

公正取引委

員会 

公正取引委員会の主要な施策等のうち、法違反行為に対する措置等継続的に実施するこ

とが予定されており、目標に対してどのような実績が挙がっているかを定期的に測定する

必要がある施策等 

国家公安委

員会・警察庁 
警察行政における主要な政策 

金 融 庁 金融庁の任務を達成するために重要な政策 

総 務 省 総務省の主要な政策 

公害等調整

委員会 
公害等調整委員会の任務を遂行するために実施する主要な政策 

法 務 省 法務省の主要な施策 

財 務 省 財務省の行政分野すべて 

文部科学省 
｢文部科学省の使命と政策目標」（基本計画別紙）に掲げる文部科学省の所管行政に係る

政策 

厚生労働省 
厚生労働行政全般を対象に事後評価を実施。事後評価の対象となる政策の特性に応じて

実績評価を実施 

農林水産省 農政、林政、水産行政に係る主要施策のすべて 

経済産業省 経済産業省の行政分野全般 

国土交通省 国土交通省の主要な行政目的に係る政策 

環 境 省 環境省のすべての政策 

防 衛 省 防衛省の政策のうち、実績評価方式による評価が適当と判断されるもの 

 
（注） 各府省の基本計画等を基に作成した。 
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(単位：件、％）

平 成

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

- 18 17 18 15 11 23 - 4 7 8 9 11 22

- (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) - (22.2) (41.2) (44.4) (60.0) (100.0) (95.7)

1 4 6 5 5 4 5 0 1 3 4 4 4 5

(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) - (25.0) (50.0) (80.0) (80.0) (100.0) (100.0)

- - 2 - 28 28 27 - - 1 - 1 11 20

- - (100.0) - (100.0) (100.0) (100.0) - - (50.0) - (3.6) (39.3) (74.1)

26 27 38 43 28 26 25 11 15 19 11 3 1 0

(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (42.3) (55.6) (50.0) (25.6) (10.7) (3.8) -

83 79 79 26 26 26 3 7 24 49 18 17 15 3

(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (8.4) (30.4) (62.0) (69.2) (65.4) (57.7) (100.0)

- 5 5 5 2 2 2 - 0 0 0 1 1 1

- (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) - - - - (50.0) (50.0) (50.0)

- 19 22 28 27 26 9 - 5 14 15 24 25 7

- (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) - (26.3) (63.6) (53.6) (88.9) (96.2) (77.8)

40 39 34 34 34 34 31 8 9 7 10 10 10 15

資料Ⅰ－１－１－④　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策

評価対象政策数
左のうち目標に関し達成しようとする水準が

数値化等により特定されている政策数

法　務　省

財　務　省

府　　省

内　閣　府

公正取引委員会

　国家公安委員会
  ・　警　察　庁

金　融　庁

総　務　省

公害等調整委員会

(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (20.0) (23.1) (20.6) (29.4) (29.4) (29.4) (48.4)

42 42 42 42 45 53 60 22 35 38 32 42 51 55

(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (52.4) (83.3) (90.5) (76.2) (93.3) (96.2) (91.7)

161 109 108 108 108 40 41 28 15 14 24 45 35 33

(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (17.4) (13.8) (13.0) (22.2) (41.7) (87.5) (80.5)

70 82 59 57 16 16 17 69 82 59 57 16 15 17

(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (98.6) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (93.8) (100.0)

- - - - - 12 9 - - - - - 8 7

- - - - - (100.0) (100.0) - - - - - (66.7) (77.8)

- 27 27 27 27 27 13 - 27 27 27 27 27 13

- (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) - (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)

48 48 48 47 42 9 9 16 32 32 34 30 8 8

(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (33.3) (66.7) (66.7) (72.3) (71.4) (88.9) (88.9)

- 1 1 1 4 4 2 - 1 1 1 4 4 2

- (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) - (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)

471 500 488 441 407 318 276 161 250 271 241 233 226 208

(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (34.2) (50.0) (55.5) (54.6) (57.2) (71.1) (75.4)

国土交通省

環　境　省

防　衛　省

計

文部科学省

厚生労働省

農林水産省

経済産業省

（注）１ 各府省の評価書を基に作成した。

２ 「評価対象政策数」欄には、当省が審査対象とした政策数を計上している。

また、平成17年度の公正取引委員会６件のうち１件、防衛庁の２件のうち１件については、平成16年度に行われた評価であるものの、

当省が昨年度に「各府省が実施した政策評価についての審査の総括報告」を整理した以降に送付を受けたものであり、平成16年度に計上して

いる。

３ 「目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策数」欄は、目標に関し達成すべき水準が数値化されているか又は

定性的であっても具体的に特定されているものを計上した。

４ 評価対象政策に複数の指標が設定されている場合には、少なくとも一つの指標について達成しようとする水準が数値化等されている場合に、

達成しようとする水準が数値化等されている政策として計上した。

５ 評価対象政策数は、年度によって政策の統合、廃止、細分化等があることから必ずしも一致しない。また、ⅰ）公正取引委員会については、

基本計画の３年間で評価することとしているため、年度ごとに評価対象政策が異なる。ⅱ）厚生労働省については、年度によって評価方式が

異なるものがあるため、年度によって評価対象政策の一部が異なる。

６ 各欄の下段は、各年度の評価対象政策数を100とした構成比である。
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資料Ⅰ－１－２－①    各府省の基本計画等における事業評価の方式 

各府省の基本計画等において、事業評価の方式について定められている内容をみると、いずれの府省も「事
前の時点で評価する」、「事後の時点で検証する」という要素を含んでおり、その基本的枠組みは、基本方針で
掲げられている「事業評価方式」に沿ったものとなっている。 

府  省 事 業 評 価 の 方 式 

内 閣 府 

個々の事業や施策の実施を目的とする政策を決定する前に、その採否、選択等に資する見地から、
当該事業又は施策を対象として、あらかじめ期待される政策効果やそれらに要する費用等を推計・
測定し、政策の目的が国民や社会のニーズ又は上位の目的に照らして妥当か、行政関与の在り方か
らみて行政が担う必要があるか、政策の実施により費用に見合った政策効果が得られるかなどの観
点から評価するととともに、必要に応じ事後の時点で事前の時点に行った評価内容を踏まえ検証す
る方式 

宮内庁 新規に行う事務事業等を対象に、事前、事後等の適切な時点での評価を行う方式 

公正取引 
委員会 

各施策等について、必要性、対象妥当性、有効性等を事前又は事後に評価する方式 

国家公安委
員会･警察庁 

新たに導入する政策について、あらかじめ期待される政策効果等を推計・測定し、必要性等の観
点から評価するとともに、必要に応じ事後の時点で事前の時点に行った内容を踏まえ評価する方式。
なお、事前評価を行っていない場合であっても、事後の時点において、当該事業等の目的等の実現
状況について把握し、必要性等の観点から評価する。 

金 融 庁 
規制の新設など新たな政策を開始する際に、事前の段階で政策評価を行い、また、必要に応じ途

中や事後の段階で検証を行う方式 

総 務 省 
事業を対象としてあらかじめ期待される政策効果やそれらに要する費用等を推計・測定し評価す

る方式 

公害等調整 
委員会 

事業評価の方式に関する具体的な定めはないが、政策評価の実施に当たっては、政策の特性等に
応じて適切な方式を用いる旨が定められている。 

法 務 省 

個々の事業又は施策を対象として、あらかじめ期待される政策効果やそれらに要する費用等を推
計・測定し、政策の目的が国民や社会のニーズ又は上位の目的に照らして妥当か、行政関与の在り
方からみて行政が担う必要があるか、政策の実施により費用に見合った政策効果が得られるかなど
の観点から評価するとともに、必要に応じ事後の時点で事前の時点に行った評価内容を踏まえ検証
する方式 

財 務 省 個別の事務事業を中心として、事前の時点で評価を行い、途中や事後の時点での検証を行う方式 

文部科学省 

事務事業を対象に、その実施前に、事務事業の内容の検討、採否の判断等に際して重要な情報を
提供することを目的として、あらかじめ期待される政策効果やそれらに要する費用等を推計・測定
し、政策の目的が国民や社会のニーズ又は上位の目的に照らして妥当か、行政関与の在り方からみ
て行政が担う必要があるか、政策の実施により費用に見合った政策効果が得られるかなどの観点か
ら評価（事前評価）するとともに、必要に応じ事後の時点で事前の時点に行った評価内容を検証（事
後評価）する方式 

厚生労働省 

事業又は施策を対象として、あらかじめ期待される政策効果やそれらに要する費用等を推計・測
定し、その目的が国民や社会のニーズ又は上位の目的に照らして妥当か、行政関与の在り方からみ
て行政が担う必要があるか、当該事業又は施策の実施により費用に見合った政策効果が得られるか
などの観点から評価するととともに、必要に応じ事後の時点で事前の時点に行った評価内容を踏ま
え検証する方式 

経済産業省 
施策単位に基づく実績評価に加えて、必要に応じて個別に事業レベルでの評価（事業評価）を行

う方式 

国土交通省 
新規に導入しようとする施策等について、必要性、有効性、効率性等の観点から評価を行い、施

策の導入の採否や選択等に資する情報を提供するとともに、政策意図と期待される効果を明確に説
明する方式 

防 衛 省 

事業や施策の実施を目的とする政策を決定する前に、その採否、選択等に資する見地から、当該
事業又は施策を対象として、政策の目的が国民や社会のニーズ又は上位の目的に照らして妥当か、
行政関与の在り方からみて行政が担う必要があるかなどの観点から評価するとともに、必要に応じ
事後の時点で事前の時点で行った評価内容を踏まえ検証する方式 

（注）各府省の基本計画等を基に作成した。評価法上事前評価の実施が義務付けられているものを除いている。 
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資料Ⅰ－１－２－②  

事業評価方式による評価の目的(ねらい)及び対象とする政策等 
各府省の基本計画等において、事業評価の目的（ねらい）及び対象とする政策等をみると、いずれの府省も新規に行

う事務事業等を対象として、当該事業の採否、選択、改善等を行う上で有用な情報を提供することを目的として、事前、
事後の適切な時点で評価を行うとしている。 
 

府省 評価の目的（ねらい） 事業評価の対象とする政策等 

内 閣 府 

 政策の決定に先立ち、当該政策に基づく活動によ

り得られると見込まれる政策効果を基礎として的確

な政策の採択や実施の可否を検討し、又は複数の政

策代替案の中から適切な政策を選択する上で有用な

情報を提供する見地から行う。 

① 予算要求を伴う新たな政策や新設される制度のうち、評価

法第９条第１号に該当すると考えられる政策を対象 

② 事前評価を実施した政策のうち事後の検証が必要と認め

られるものを対象 

宮内庁 
新規に行う事務事業等の採否、選択、改善等に資す

る情報を提供する。 

① 新規に行う事務事業等のうち、当該事務事業等に基づく行

政上の一連の行為の実施により国民生活若しくは社会経済

に相当程度の影響を及ぼすもの又は当該事務事業等が目指

す効果を発揮することができることとなるまでに多額の費

用を要することが見込まれるもの 

② ①に掲げるもののほか、直接国民を対象とし、国民の利便

性の向上が期待される事務事業等のうち事後の検証が必要

と認められるもの 

公正取引 
委員会 

事後評価は、施策等の決定後において、その効果

を把握し、これを基礎として、施策等の見直し・改

善や新たな施策等の企画立案及びその実施に反映さ

せるための情報を提供する見地から行う。 

公正取引委員会の主要な施策等のうち、測定可能な特定の政

策効果を得ることを期待して実施する又は実施した事務事業

等 

国家公安委員
会･警察庁 

政策の決定に先立ち、政策の採否等の検討に有用

な情報を提供する見地から実施する。 

政策の決定後、当該政策の見直し・改善、新たな

政策の企画立案等に反映させるための情報を提供す

る見地から実施する。 

 

① 新規に開始しようとする政策のうち、国民の権利・利益に

重大な影響を及ぼす規制、多額の支出を伴う事業その他国民

生活や社会経済に与える影響が大きいもの 

② 既に実施されている国民の権利・利益に重大な影響を及ぼ

す規制、多額の支出を伴う事業その他国民生活や社会経済に

与える影響が大きい政策 

金 融 庁 

 規制の新設など新たな政策を開始する際に、事前

の段階で政策評価を行い、また必要に応じ途中や事

後の段階で検証を行うことにより、行政活動の選択

等を合理的に行うための情報の提供を目的とする。 

① 規制の新設など金融庁において新規に開始又は拡充され

る事業（予算、規制、法令等） 

② 評価法第７条第２項第２号に該当する政策（総合評価の方

式を適用するものを除く。）及び事業評価の方式により事前

評価を実施した政策のうち途中又は事後の時点での検証が

必要と認められたもの 

総 務 省 

 事業やその実施手段についての企画立案、事
業の実施に当たっての判断や、一定期間経過し
た事業の有効性の検証及びその見直し等に活
用する。 

① 新規又は相当程度の内容の見直しを伴う予算要求を予定

している事業のうち相当程度の社会的影響等があると認め

られる事業 

② 事前評価を実施した事業であって、事後の検証が必
要と認められるもの 

③ 一定期間継続している事業であって相当程度の社会的影

響等があると認められる事業 

公害等調整 
委員会 

事業評価の目的に関する具体的な定めはな
い。 

事業評価の対象に関する具体的な定めはないが、政策
の見直し及び改善並びに新たな政策を行う場合に必要
に応じて事前評価を行う旨が定められている。 
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府省 評価の目的（ねらい） 事業評価の対象とする政策等 

法 務 省 
個々の事業や施策の実施を目的とする政策を決定

する前に、その採否、選択等に資する見地から行う。 

① 法務省所管に係る新規採択事業で事業費 10億円以上の施

設の整備（ただし、施設の維持、修繕、災害復旧等を除く。） 

② 新規の政策（①に該当するものを除く。）のうち、政策評

価企画室又は政策所管部局において、事前評価の対象とする

必要があると認めるものであって、事前評価の方法が開発さ

れているもの 

財 務 省 

 個別の事務事業を中心として、事前の時点で評価

を行い、途中や事後の時点での検証を行うことによ

り、行政活動の採否、選択等に資する情報を提供す

ることを主眼とする。 

事務事業が中心となるものと考えられるが、所掌する政策の

性質等に応じ必要があればおおむね施策としてとらえられる

行政活動のまとまりについても対象 

文部科学省 

事務事業の実施前に、事務事業の内容の検討、採

否の判断等に際して重要な情報を提供することを目

的とする。 

① 文部科学省所管行政に係る新たな事業あるいは拡充を予

定している事業のうち、社会的影響が大きいと想定されるも

の又は予算規模の大きいもの、文部科学省所管行政に係る新

設等を予定している税制改正、財政投融資の対象事業のう

ち、社会的影響が大きいと想定されるもの 

② 過去に新規・拡充事業評価（事前評価）を実施し当該年度

に達成年度が到来する事業、過去に具体的な目標を設定して

いない事業であって社会的影響が大きいと想定されるもの

又は予算規模の大きいもの及びその他見直しを行う必要性

が高い事業等、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針」

における「成果重視事業」、「公益法人に対する行政の関与の

在り方の改革実施計画」（平成14年3月 29日閣議決定）及

び「国からの指定等に基づき特定の事務・事業を実施する法

人に係る規制の新設審査及び国の関与等の透明化・合理化の

ための基準」（平成 18年8月15日閣議決定）において政策

評価を実施することとされている事項 

厚生労働省 

個々の具体的な事業や施策の実施を目的とする政

策を決定する前に、その採否、選択等に資する見地

から行う。 

① 予算要求又は財政投融資資金要求を伴う新たな政策であ

って、重点的な施策とするもの又は10億円以上の費用を要す

ることが見込まれるもの 

② 事前評価を実施した政策について、事前評価の実施後、一

定期間が経過したもの 

③ 事前評価を実施した政策について、事前評価の際に設定し

た評価指標のモニタリング結果や推移、効果の発現時期を参

考にして必要が生じたもの 

④ 骨太方針に基づき定める成果重視事業 

⑤ その他その政策が国民生活又は社会経済に相当程度の影

響を及ぼすと認められるもの 

経済産業省 

事業の目的、必要性、概要及び予測される効果と

コスト、さらに必要に応じて代替案との比較等を明

らかにする。 

各施策に属する事業のうち、予算規模等の大きいもの等重要

と判断されるもの 

国土交通省 

 新規施策の企画立案にあたり、目標に照らした事

前評価を行うことにより、真に必要な質の高い施策

の厳選と、目標による行政運営の定着を図る。 

① 新たに導入を図ろうとする施策等（予算、規制、税制、財

政投融資（政策金融を含む。）、法令等） 

② 既存の施策等のうち、その改正、廃止、緩和、延長等を図

ろうとするもの 

防 衛 省 

① 翌年度から新規に実施しようとする事業につい

て、翌年度以降の防衛省の施策の企画立案の資と

するため、事業の必要性、事業の実施により期待

される効果等を評価する。 

② 当年度又はそれ以前から継続して翌年度に実施

しようとする事業について、事業の継続、変更等

の検討及び翌年度以降の防衛省の施策企画立案の

資とするため、中間の段階で当初期待されていた

効果が得られたか等を検証した上評価する。 

③ 実施を完了した事業について、その後の施策の

企画立案の資とするため、当初期待されていた効

果が得られたか等を評価する。 

① 新規主要装備品等の整備（総事業費10億円以上のもの）、

新規研究開発（技術開発、重要技術研究及び総事業費10億

円以上の技術研究）、その他の新規事業（総事業費10億円以

上のもの） 

② 主要装備品等の整備（総事業費10億円以上のもの）、研究

開発（技術開発、重要技術研究及び総事業費10億円以上の

技術研究）、その他の事業（総事業費10億円以上のもの）及

び事前の事業評価を実施した事業で、事業の開始から概ね

10年を経過し、引き続き概算要求するもの 

③ 主要装備品等の整備（総事業費10億円以上のもの）、研究

開発（技術開発、重要技術研究及び総事業費10億円以上の

技術研究）、その他の事業（総事業費10億円以上のもの）及

び事前又は中間段階の事業評価を実施した事業 

（注） 各府省の基本計画等を基に作成した。評価法上事前評価の実施が義務付けられているものを除いている。 

- 38 -



資料Ⅰ－１－２－③       事前評価の対象とする政策 
 

自発的な取組として事前評価を行っている９府省が事前評価の対象とする政策についてみると、新規に予算要求を
行おうとする政策を中心に、国民生活に与える影響や支出規模の大きいもの等について事前評価を実施することとして
いる点で共通性がみられる。 

府 省 対    象 

金 融 庁 ・ 規制の新設など新規に開始又は拡充を予定している事業（予算、規制、法令等） 

総 務 省 
・ 新規又は相当程度の内容の見直しを伴う予算要求を予定している事業のうち相当程度の社

会的影響等があると認められる事業 

公害等調整 

委員会 

・ 事前評価の対象に関する具体的な定めはないが、政策の見直し及び改善並びに新たな政 

策を行う場合に必要に応じて行う旨が定められている。 

法 務 省 

・ 法務省所管に係る新規採択事業で事業費10億円以上の施設の整備（ただし、施設の維持、

修繕、災害復旧等を除く。） 

・ 新規の政策のうち、政策評価企画室又は政策所管部局において、事前評価の対象とする必

要があると認めるものであって、事前評価の方法が開発されているもの 

文部科学省 

・ 文部科学省所管行政に係る新たな事業あるいは拡充を予定している事業のうち、社会的影

響が大きいと想定されるもの又は予算規模の大きいもの 

・ 文部科学省所管行政に係る税制改正、財政投融資に関するもの 

厚生労働省 
・ 予算要求又は財政投融資資金要求を伴う新たな政策であって、重点的な施策とするもの又

は10億円以上の費用を要することが見込まれるもの 

経済産業省 ・ 予算規模の大きいもの等重要と判断されるもの 

国土交通省 

・ 新たに導入を図ろうとする施策等（予算、規制、税制、財政投融資（政策金融を含む。）、

法令等） 

・ 既存の施策等のうち、その改正、廃止、緩和、延長等を図ろうとするもの 

防 衛 省 

・ 新規主要装備品等の整備（総事業費10億円以上のもの）、新規研究開発（技術開発、重要

技術研究及び総事業費 10億円以上の技術研究）、その他の新規事業（総事業費 10億円以上

のもの） 

（注） 各府省の基本計画を基に作成した。評価法上事前評価の実施が義務付けられているものを除いている。 
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資料Ⅰ－１－２－④ 

事務事業について事前評価とその結果の事後評価・事後的な検証の関連について 

事前評価を行った政策についてどのように事後に評価・検証を行う仕組みとしているかについてみ
ると、以下の２つに類型できる。 

類型 事  前 事  後 

１ 

＜事前評価を行った事業について事後に評価・検証を行うこととしているもの＞ 

  

＜事前評価を行った事業については原則として事後評価を行うこととしている府省＞ 
（厚生労働省） 

○ 事前評価を実施した政策について、事前評価の実施後、一定期間が経過したもの、事前評価の際に設定した評価指標

のモニタリング結果や推移、政策効果の発現時期を参考にして必要が生じたもの及びその政策が国民生活又は社会経済

に相当程度の影響を及ぼすと認められるものを対象として事業評価方式による事後評価を実施することとしている。 

（防衛省） 

○ 事前の事業評価を実施した事業で、事業の開始からおおむね 10年を経過し、引き続き概算要求するものについては中

間段階の事業評価を行う。また、事前又は中間段階の事業評価を実施した事業については事後の事業評価を行うことと

しており、事前評価を実施した事業は原則として事後評価を行うこととなるとしている。 
 
＜必要に応じて事後評価を行うこととしている府省＞ 
（内閣府） 

○ 事前評価を実施した政策のうち事後の検証が必要と認められるものを対象に事業評価方式による事後評価を行うこと

としている。 

（国家公安委員会・警察庁） 

○ 事前評価を実施した政策について、事前の時点で行った効果や費用の予測・分析を踏まえて、事後評価を実施するこ

ととしている。 

（金融庁） 

○ 事前評価を実施した政策のうち途中又は事後の時点での検証が必要と認められたものについて、事業評価方式による

事後評価を実施することとしている。 

（総務省） 

○ 事前評価を実施した事業であって、事後の検証が必要と認められるものについて、事業評価方式による事後評価を実

施することとしている。 

（法務省） 

○ 事前評価を実施した政策について，必要に応じ事後の時点で事前の時点に行った評価内容を踏まえ検証を行うことと

している。 

（財務省） 

○ 事前評価を実施した政策のうち、必要に応じ、途中や事後の時点で、事前の時点で行った評価内容を踏まえて検証を

行うこととしている。 

２ 

＜実績評価方式による評価において掘り下げて分析を行う中で事後的な評価・検証を予

定しているもの＞ 

 

 

 

 

 

 

（文部科学省） 

  過去に新規・拡充事業評価（事前評価）を実施し当該年度に達成年度が到来する事業のうち、実績評価における政策

手段の実績の記述がない、若しくは実績を踏まえ更に事後評価の必要があるもの 
（経済産業省） 

  事前評価を実施した施策については、当該施策が、想定した範囲のコストで、十分に所期の効果を生んでいるか否か

を判定するとともに、その後の運用や制度設計へ反映すべき知見を得るため、原則として、３年から５年の間に一度事

後評価を行うこととしている。 

（国土交通省） 

 ①施策等を対象として事前評価（このとき関連する上位の政策目標・業績指標・目標値等を特定）を実施することと

している。また、②その上位の政策目標の事後評価（業績指標の測定）を行うこととしており、その際、業績指標の達

成状況を評価し、当該測定結果が目標達成の観点等からみて不十分な状況にあると考える場合には、その考えられる要

因等を分析することとしている。 

（注） 各府省の基本計画等を基に作成した。評価法上事前評価の実施が義務付けられているものを除いている。 

実績評価方式による評価 

必要に応じ評価・検証 事業評価方式による評価 

評価・検証 事業評価方式による評価 
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資料Ⅰ－１－２－⑤     事後評価の対象とする政策 
 
事業評価方式による評価の評価書を送付してきた府省について、どのような政策について事後評価

を行うこととしているかをみると、事前評価を行った政策について事後評価を行うこととしている府
省が多くみられる。 
 

区  分 府 省 対    象 

事前評価の

評価書を送

付してきて

いない府省 

事後評価の

評価書を送

付してきた

府省 

宮内庁 

・ 新規に行う事務事業等のうち、当該事務事業等に基づく行政上
の一連の行為の実施により国民生活若しくは社会経済に相当程度
の影響を及ぼすもの又は当該事務事業等が目指す効果を発揮する
ことができることとなるまでに多額の費用を要することが見込ま
れるもの 

・ 直接国民を対象とし、国民の利便性の向上が期待される事務事
業等のうち事後の検証が必要と認められるもの 

事前評価の

評価書を送

付してきた

府省 

金 融 庁 
・ 評価法第７条第２項第２号に該当する政策（注２）及び事前評
価を実施した政策のうち途中又は事後の時点での検証が必要と認
められたもの 

総 務 省 

・ 事前評価を実施した事業であって、事後の検証が必要と認めら 
れるもの 

・ 一定期間継続している事業であって相当程度の社会的影響等が
あると認められる事業 

法 務 省 
・ 事前評価を実施した政策について、必要に応じ事後の時点で事
前の時点に行った評価内容を踏まえ検証を行う。 

厚生労働省 

・ 事前評価を実施した政策について、事前評価の実施後、一定期
間が経過したもの 

・ 事前評価を実施した政策について、事前評価の際に設定した評
価指標のモニタリング結果や推移、政策効果の発現時期を参考に
して必要が生じたもの 

・ 骨太方針に基づき定める成果重視事業 
・ その他その政策が国民生活又は社会経済に相当程度の影響を及
ぼすと認められるもの 

防 衛 省 

・ 中間段階の事業評価については、主要装備品等の整備（総事業
費 10 億円以上のもの）、研究開発（技術開発、重要技術研究及び
総事業費が 10億円以上のもの）及び事前の事業評価を実施した事
業で、事業の開始から概ね 10年が経過し、引き続き概算要求する
もの 

・ 事後の事業評価については、主要装備品等の整備（総事業費 10
億円以上のもの）、研究開発（技術開発、重要技術研究及び総事業
費 10億円以上の技術研究）、その他の事業（総事業費 10億円以上
のもの）及び事前又は中間段階の事業評価を実施した事業 

事後評価の

評価書を送

付してきて

いない府省 

公害等調整 

委員会 
・ 事後評価の対象に関する具体的な定めはない。 

文部科学省 

・ 過去に新規・拡充事業評価（事前評価）を実施し当該年度に達
成年度が到来する事業、過去に具体的な目標を設定していない事
業であって社会的影響が大きいと想定されるもの又は予算規模の
大きいもの及びその他見直しを行う必要性が高い事業等、 「経
済財政運営と構造改革に関する基本方針」における「成果重視事
業」、「公益法人に対する行政の関与の在り方の改革実施計画」（平
成 14 年 3 月 29 日閣議決定）及び「国からの指定等に基づき特定
の事務・事業を実施する法人に係る規制の新設審査及び国の関与
等の透明化・合理化のための基準」（平成 18年 8月 15日閣議決定）
において政策評価を実施することとされている事項 

経済産業省 
・ 事前評価を実施した施策は、原則として、３年から５年の間に
一度事後評価を行う。 

国土交通省 
・ 事業の上位の行政目的を対象とした実績評価方式による事後評
価において、必要に応じて政策手段としての事業レベルまで掘り
下げて分析を行う。 

（注）１ 各府省の基本計画を基に作成した。評価法上事前評価の実施が義務付けられているものを除いている。 
２ 政策が決定されてから５年間未着手である政策又は 10 年間未了である政策を指す（評価法第７条第２

項第２号及び評価法施行令第２条）。  
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資料Ⅰ－１－３－① 各府省の基本計画における総合評価方式による評価の方式 
各府省が基本計画で定めている総合評価方式についての基本的枠組みは、おおむね基本方針で掲げられ

ている「総合評価方式」に沿ったものとなっている。 
 

府 省 名 総合評価方式による評価の方式 

内 閣 府 

政策の決定から一定期間を経過した後を中心に、問題点の解決に資する多様な情報を提供することにより政策の見

直しや改善に資する見地から、特定のテーマについて、当該テーマに係る政策効果の発現状況を様々な角度から掘り

下げて分析し、政策に係る問題点を把握するとともにその原因を分析するなど総合的に評価する方式 

公正取引 

委 員 会 

各施策等について、経済的効果をはじめとする政策効果がどの程度みられたか等を様々な角度から総合的に分析・

検証する方式 

国家公安委員

会・警察庁 

特定の行政課題について、当該行政課題に係る政策効果の発現状況を様々な角度から掘り下げて分析し、政策に係

る問題点を把握するとともにその原因を分析するなど総合的に評価する方式 

金 融 庁 
 政策の決定から一定期間を経過した後を中心に、特定のテーマについて、政策効果の発現状況を様々な角度から掘

り下げて分析し、政策に係る問題点を把握するとともにその原因を分析するなど総合的に評価する方式 

総 務 省 

総合評価方式は、政策効果の発現状況を様々な角度から掘り下げて分析し評価する方式であることから、① 総務

省の主要な政策をその対象とし、当該政策の方向性等について検証し、その見直し等に活用するほか、② 分野横断

的なテーマを設定して若しくは特定の評価目的を設定して又は総務省の主要な政策の評価の結果を受けて、掘り下げ

た分析が必要と認められる政策をその対象とし、総務省の政策評価を充実する評価方式として活用する。 

法 務 省 

 政策の決定から一定期間を経過した後を中心に、問題点の解決に資する多様な情報を提供することにより政策の見

直しや改善に資する見地から、特定のテーマについて、当該テーマに係る政策効果の発現状況を様々な角度から掘り

下げて分析し、政策に係る問題点を把握するとともに、その原因を分析するなど総合的に評価する方式 

外 務 省 
 政策評価に当たっては、政策評価に関する基本方針に定める「事業評価方式」、「実績評価方式」及び「総合評価方

式」の３つの方式を踏まえ、評価対象とする政策の特性に応じ、適切な方式を用いるものとする。 

財 務 省 

特定のテーマを設定し、様々な角度から掘り下げて総合的に評価を行い、政策の効果を明らかにするとともに、問

題点の解決に資する多様な情報を提供することを主眼とする評価方式（事後評価が中心、テーマによっては事前評価

の場合もあり得る。） 

行政分野すべてについて「実績評価」を行い、特に重要な政策・施策について「総合評価」を計画的に行う。個別

の事務事業については、個々の事業の特性に応じて最も適した評価方法や実施の計画を検討し、「実績評価」や「総

合評価」の枠組みの中で評価するものと個別に「事業評価」を行うものを区別して評価を実施していく。 

文部科学省 

政策の実施から一定期間を経過した後等に、特定のテーマに係る政策・施策等を対象に、政策効果の発現状況や、

効果の発現に至る因果関係などを、ロジック・モデル（評価対象となるプログラムを実施することによって、施策・

事業の対象にどのように影響を及ぼし、最終的にどのような成果をあげていくのかについて、複数の段階・手順に分

けて表現しつつ、それぞれについての一連の関連性を整理・図式化することにより、施策・事業の意図を明らかにす

るもの。）を適用するなどの方法により様々な角度から掘り下げて分析し、政策に係る問題点を把握するとともにそ

の原因を分析するなど総合的に評価する方式 

厚生労働省 

 政策の決定から一定期間を経過した後を中心に、問題点の解決に資する多様な情報を提供することにより政策の見

直しや改善に資する見地から、特定のテーマについて、当該テーマに係る政策効果の発現状況を様々な角度から掘り

下げて分析し、政策に係る問題点を把握するとともにその原因を分析するなど総合的に評価する。 

農林水産省 

様々な角度から掘り下げた検討が必要な課題について、「政策」や｢施策｣と捉えられる行政活動のまとまりを対象

に、時々の重要課題に対応して選択的かつ重点的に実施するもの 

なお、総合評価は、課題によっては、事前評価、事後評価の性格を併せ持ちうるが、基本計画上は、便宜的に事後

評価とする。 

国土交通省 

 実施中の施策等を目的や政策課題に応じて一括して対象とし、それらが目的に照らして所期の効果を上げているか

どうかを検証するとともに、結果と施策等の因果関係等について詳しく分析し、課題とその改善方策等を発見する方

式 

防 衛 省 

政策の問題点の解決に資する多様な情報を提供することにより政策の見直しや改善に資する見地から、特定のテー

マについて、当該テーマに係る政策効果の発現状況を分析し、政策に係る問題点を把握するとともにその原因を分析

するなど総合的に評価する方式 

（注）各府省の基本計画に基づき当省が作成した。 
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資料Ⅰ－１－３－②  

総合評価方式による評価の目的(ねらい)及び評価においてとらえようとする政策等 
総務省では、総合評価方式を用いて同省の主要な政策を評価するほか、分野横断的なテーマ等を評価し

ようとしており、また、外務省では、総合評価方式を用いて主要な行政目的に係る政策を網羅的に評価し
ようとしている。その他の府省では、政策の見直しや改善を行おうとする政策に関連した特定のテーマを
評価しようとしている。 

 
府省 評価の目的（ねらい） 評価においてとらえようとする政策等 

内 閣 府 

 政策の決定後において、政策効果を

把握し、これを基礎として、政策の見

直し・改善や新たな政策の企画立案及

びそれに基づく実施に反映させるた

めの情報を提供する見地から行う。 

 内閣府の所掌する分担管理事務（注）のうち、各種中長期計

画等「政策（狭義）」レベルで捉えることが可能な政策や部局

横断的な政策等を対象 

（注）内閣府設置法第４条第３項に定める事務 

公正取引 
委 員 会 

 施策等の決定後において、その効果

を把握し、これを基礎として、施策等

の見直し・改善や新たな施策等の企画

立案及びその実施に反映させるため

の情報を提供する見地から行う。 

公正取引委員会の主要な施策等のうち、ある程度長期間にわ

たる検証を要するものであって、多様な効果が期待されるた

め、多角的な分析が必要な施策、その重要性から掘り下げた分

析が必要な施策等 

国家公安委
員会･警察庁 

政策の決定後、当該政策の見直し・

改善、新たな政策の企画立案等に反映

させるための情報を提供する見地か

ら実施する。 

 特定の行政課題について、以下のような政策について重点的

に行う。 

① 社会経済情勢の変化により見直し・改善が必要とされる

もの 

② 国民からの評価に対するニーズが高く、緊急に採り上げ

て実施することが要請されるもの 

③ 社会経済や国民生活に与える影響が大きいもので開始か

ら一定期間が経過したもの 

④ 従来の政策を見直して、新たな政策展開を図ろうとする

もの 

⑤ 評価を実施してから長期間が経過したもの 

金 融 庁 

 政策の決定から一定期間を経過し

た後を中心に、特定のテーマについ

て、政策効果の発現状況を様々な角度

から掘り下げて分析し、政策に係る問

題点を把握するとともにその原因を

分析するなど総合的に評価する。 

政策の決定から一定期間を経過した政策を対象とすること

とし、具体的な評価対象は、実施計画に規定する。 

総 務 省 

①総務省の主要な政策をその対象

とし、当該政策の方向性等について検

証し、その見直し等に活用するほか、

②分野横断的なテーマを設定して若

しくは特定の評価目的を設定して又

は総務省の主要な政策の評価の結果

を受けて、掘り下げた分析が必要と認

められる政策をその対象とし、総務省

の政策評価を充実する評価方式とし

て活用する。 

① 総務省の主要な政策 

② 分野横断的なテーマを設定して若しくは特定の評価目的

を設定して又は総務省の主要な政策の評価の結果を受けて、

掘り下げた分析が必要と認められる政策 

法 務 省 

 政策の決定から一定期間を経過し

た後を中心に、問題点の解決に資する

多様な情報を提供することにより政

策の見直しや改善に資する見地から、

特定のテーマについて、当該テーマに

係る政策効果の発現状況を様々な角

度から掘り下げて分析し、政策に係る

問題点を把握するとともに、その原因

を分析するなど総合的に評価する。 

総合評価方式により評価を行う政策の具体的内容及び単位、

目標、効果の把握のための指標その他必要な事項については、

実施計画で定めている。 
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府省 評価の目的（ねらい） 評価においてとらえようとする政策等 

外 務 省 

 政策の決定後において、政策効果を

把握し、これを基礎として、政策の見

直し・改善や新たな政策の企画立案及

びそれに基づく実施に反映させる。 

実績評価方式の手法を踏まえつつ、

外交政策の特性を勘案し、総合評価方

式の手法を取り入れた評価を行う。ま

た、これらに加えて、必要と認められ

る政策については総合評価方式等を

用いた評価を行う。 

１ 地域別外交：26件 

２ 分野別外交：21件 

３ 広報、文化交流及び報道対策：６件 

４ 領事政策：３件 

５ 外交実施体制の整備・強化：２件 

６ 経済協力：５件 

７ 分担金・拠出金：３件 

財 務 省 

 行政が国民のニーズや社会経済情

勢に的確に対応するためには、政策・

施策の効果を具体的に明らかにする

とともに、行政として対応を求められ

る問題点やその原因などを分析し、そ

の解決に資する情報を提供すること

により、的確な改善・見直しにつなげ

ていくことが必要である。特に、これ

までの取組を見直し、新たな政策展開

を行おうとする際には、このような評

価が求められる。 

 実施に当たって重点的に採り上げるものとしては、例えば、

次のようなものが挙げられる。 

① 社会経済情勢の変化により改善・見直しが必要とされるも

の 

② 国民からの評価に対するニーズが高く、緊急に採り上げて

実施することが要請されるもの 

③ 社会経済や国民生活に与える影響が大きいもので開始か

ら一定期間が経過したもの 

④ 従来の政策・施策を見直して、新たな政策展開を図ろうと

するもの 

⑤ 評価を実施してから長期間が経過したもの 

文部科学省 

政策の実施から一定期間を経過し

た後等に、特定のテーマに係る政策・

施策等を対象に、政策効果の発現状況

や、効果の発現に至る因果関係など

を、ロジック・モデルを適用するなど

の方法により様々な角度から掘り下

げて分析し、政策に係る問題点を把握

するとともにその原因を分析するな

ど総合的に評価を行うものである。 

特定のテーマに関連する政策・施策等について、政策の実施

後に総合評価を実施する。総合評価のテーマは、政策評価に関

する有識者会議の助言を踏まえ決定する。 

厚生労働省 

特定の政策について、その効果の発

現状況を様々な角度から掘り下げて

分析し、政策に係る問題点を把握する

とともにその原因を分析することを

目的とする。 

① 政策体系の施策目標について、政策の特性に応じて定期的

な見直しを行う必要のあるもの 

② 政策体系の施策目標について、主要な制度の新設・改定等

を行う必要のあるもの 

③ 政策体系の施策目標について、当該施策目標の評価指標の

モニタリング結果や推移により必要が生じたもの 

④ 評価法第７条第２項第２号に規定する政策 

⑤ その他その政策が国民生活又は社会経済に相当程度の影

響を及ぼすと認められるもの 

農林水産省 

 時々の課題に対応するために特定

の課題を設定し、様々な角度から掘り

下げて総合的に評価を行うものであ

る。 

 時々の課題に対応して、主として次に掲げる課題について、

実施する。 

① 社会経済情勢の変化により改善・見直しが必要とされるも

の 

② 国民からの評価に対するニーズが高く、緊急に取り上げて

実施することが要請されるもの 

③ 社会経済や国民生活に与える影響が大きいもので開始か

ら一定期間が経過したもの 

④ 従来の政策・施策を見直して、新たな政策展開を図ろうと

するもの 

⑤ 評価を実施してから長期間が経過したもの 

国土交通省 

 特定のテーマについて掘り下げた

分析を行うことにより、関連する政策

の企画立案や改善に必要な情報を得

ることを目指すものである。 

○ 実施中の施策等を目的や政策課題に応じて一括して対象 

○ 実施テーマは次のものを選定 

・ 国土交通省の政策課題として重要なもの 

・ 国民からの評価に対するニーズが特に高いもの 

・ 他の政策評価の実施結果等を踏まえ、より掘り下げた総

合的な評価を実施する必要があると考えられるもの 

・ 社会経済情勢の変化等に対応して、政策の見直しが必要

と考えられるもの 
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府省 評価の目的（ねらい） 評価においてとらえようとする政策等 

防 衛 省 

 業務遂行のための制度、計画、政策

方針等（事業評価の対象となるものを

除く。以下「制度等」という。）につ

いて、現行の制度等の変更、新たな制

度等の制定等の検討の資とするため、

制度等の適正性、効果等を評価する。

○ 防衛省の業務遂行のための制度、計画、政策方針等  

○ 次に掲げるものについて実施する。 

・ 社会経済情勢の変化により改善・見直しが必要とされる

もの 

・  国民からの評価に対するニーズが高く、緊急に採り上

げて実施することが要請されるもの 

・ 社会経済や国民生活に与える影響が大きいもの 

・ 従来の政策・施策を見直して、新たな政策展開を図ろう

とするもの 

（注） 各府省の基本計画に基づき当省が作成した。ただし、外務省については、今回送付を受けた評価書に基づい
ている。 
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資料Ⅰ－２－１－①  

 

政策評価と国の研究開発評価に関する大綱的指針による評価との関係 

（各府省の研究開発評価指針等） 

 
国の研究開発評価に関する大綱的指針（平成 17年３月 29 日内閣総理大臣決定。以下「大

綱的指針」という。）では、研究開発評価の実施に当たって、評価法に基づく政策評価と整
合するように取り組むこととされており、各府省において策定された研究開発評価指針等
においても基本的にこの関連付けは同じものとなっている。 

 

区分 研究開発評価指針等 

総 務 省 

本指針は、大綱的指針に基づくものであるが、その内容は評価法及び同法に基づき策
定された基本方針並びに総務省政策評価基本計画との整合を図っており、政策評価の一
環としての研究評価にも対応できるものである。（総務省情報通信研究評価実施指針） 

本指針による評価は、評価法に基づく政策評価と対象とする範囲は異なるが、基本的
に目指す方向を同じくするものであり、本指針による評価の実施にあたっては、同法に
基づく政策評価と整合するように取り組むこととする。（消防庁研究開発評価実施指針） 

財 務 省 
 本実施要領は、財務省関税中央分析所において実施する調査・研究について、大綱的
指針の趣旨に沿った適切な評価を実施するための方法を定めるものである。 

文部科学省 
評価法、基本方針、文部科学省政策評価基本計画（平成17年３月25日文部大臣決定）

に基づく評価のうち、研究開発を対象とする政策評価を実施するに当たっては、大綱的
指針及び本指針に基づき行うものとする。 

厚生労働省 
評価法、基本方針及び「厚生労働省における政策評価に関する基本計画」（平成14年

４月１日厚生労働大臣決定）に基づく評価のうち、研究開発を対象とする政策評価を実
施する際は、大綱的指針及び本指針に基づき行うこととする。 

農林水産省 
政策評価法に基づき基本計画及び実施計画において政策評価を実施することとされた

研究開発については、本指針の他、基本計画に定める評価結果の決定手続を経た上で公
表する。 

経済産業省 
本指針は、大綱的指針等に沿った適切な評価を遂行するための方法を示す。同時に、

政策評価法に基づく基本計画に沿った、経済産業省政策評価のうち研究開発部分の実施
要領としての性格を持つ。 

国土交通省 
本指針による評価は、評価法に基づく政策と対象とする範囲は異なるが、基本的に目

指す方向を同じくするものであり、本指針による評価の実施に当たっては、同法に基づ
く政策評価と整合するよう取り組むこととする。 

環 境 省 
評価法に基づく環境省政策評価基本計画において政策評価の対象とされたものの評価

に当たっては、本指針のほか、環境省政策評価基本計画によるものとする。 

防 衛 省 
研究開発評価を行うに当たっては、本指針に従うとともに、大綱的指針の趣旨に沿っ

た適切な評価を行い、かつ、評価法に基づく政策評価と整合を図るものとする。 

（注） 各府省の研究開発評価指針等を基に作成した。 
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資料Ⅰ－２－１－② 各府省における研究開発を対象とする評価の実施件数 

（単位：件） 

区分 

研究開発課題 研究開発施策 

計 
事前 中間 事後 追跡 事前 中間 事後 追跡 

総 務 省 5 － 3 － － － － － 8 

財 務 省 － － － － － － － － － 

文部科学省 25 － 1 － － － － － 26 

厚生労働省 31 － 515 － － 28 － － 574 

農林水産省 2 6 3 － － － － － 11 

経済産業省 72 10 － － － － － － 82 

国土交通省 72 5 23 － － － － － 100 

環 境 省 － － － － － － － － － 

防 衛 省 11 － 12 － － － － － 23 

計 218 21 557 － － 28 － － 824 

（注）各府省から送付を受けた評価書を基に作成した。 
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し
）
 

 
・
 
評
価
基
準
の
設
定
に
つ
い
て
は
、
設
定
さ
れ

た
各
評
価
項
目
に
つ
い
て
の
判
断
の
根
拠
を
あ

ら
か
じ
め
明
確
に
設
定
 

規
定
あ
り
 

・
具
体
的
な
指
標
・
数
値
に
よ

る
評
価
基
準
を
可
能
な
限
り

活
用
 

記
載
な
し
 

記
載
な
し
 

規
定
な
し
 

（
該
当
す
る
評
価
な
し
）
 

（
該
当
す
る
評
価
な
し
）
 

○
 
効
果
的
・
効
率
的
な
評
価
シ
ス
テ
ム
の
運
営
 

 
（
重
層
構
造
に
お
け
る
評
価
の
運
営
、
時
系
列
的

な
評
価
の
運
営
、
評
価
シ
ス
テ
ム
の
レ
ビ
ュ
ー
） 

時
系
列
的
な
有
機
的
連
携

に
よ
る
評
価
の
連
続
性
・

一
貫
性
 

 
柔
軟
な
評
価
方
法
の
設
定
 

 

（
注
）「

評
価
指
針
等
の
規
定
」
に
つ
い
て
は
、
各
府
省
の
研
究
開
発
評
価
指
針
の
ほ
か
、
政
策
評
価
基
本
計
画
、
政
策
評
価
実
施
計
画
等
に
よ
る
。
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区
 
 
 
 
 
分
 

財
 
 
 
 
務
 
 
 
 
省
 

文
 
 
部
 
 
科
 
 
学
 
 
省
 

各
府
省
が
定
め
る
評
価
指
針
の
制
定
・
大
綱
的
指
針

を
踏
ま
え
た
改
定
状
況
 

「
財
務
省
関
税
中
央
分
析
所
調
査
・
研
究
評
価
実
施
要
領
」
 

平
成

19
年
３
月
改
定
（
平
成

15
年
６
月
制
定
）
 

「
文
部
科
学
省
に
お
け
る
研
究
及
び
開
発
に
関
す
る
評
価
指
針
」
 

平
成

17
年
９
月
改
定
（
平
成

14
年
６
月
制
定
）
 

[大
綱
的
指
針
の
ポ
イ
ン
ト
（
評
価
関
係
）
] 

【
評
価
指
針
等
の
規
定
】
 

【
評
価
書
の
記
載
内
容
】
 

【
評
価
指
針
等
の
規
定
】
 

【
評
価
書
の
記
載
内
容
】
 

○
 
評
価
時
期
の
設
定
 

 
・
 
追
跡
評
価
実
施
の
定
着
化
・
充
実
 

 

 規
定
あ
り
 

（
事
前
）
 

－
 

  

（
事
後
）
 

（
該
当
す
る
評
価
な
し
）
 

  

 追
跡
評
価
の
活
用
（
ア
ウ
ト

カ
ム
や
イ
ン
パ
ク
ト
の
確

認
等
）
 

（
事
前
）
 

－
 

  

（
事
後
）
 

（
該
当
す
る
評
価
な
し
）
 

 

 
・
 
研
究
開
発
課
題
等
の
終
了
後
、
一
定
の
時
間

を
経
過
し
て
か
ら
、
研
究
開
発
の
直
接
の
成
果

（
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
）
か
ら
生
み
出
さ
れ
た
社

会
・
経
済
等
へ
の
効
果
（
ア
ウ
ト
カ
ム
）
や
波

及
効
果
（
イ
ン
パ
ク
ト
）
を
確
認
す
る
こ
と
の

有
益
性
 

 

規
定
あ
り
 

－
 

（
該
当
す
る
評
価
な
し
）
 

規
定
あ
り
 

－
 

（
該
当
す
る
評
価
な
し
）
 

○
 
評
価
項
目
・
評
価
基
準
の
設
定
 

 
・
 
必
要
性
、
効
率
性
、
有
効
性
の
３
観
点
の
下
、

評
価
項
目
を
設
定
 

必
要
性
、
効
率
性
、
有
効
性
 

（
該
当
す
る
評
価
な
し
）
 

（
該
当
す
る
評
価
な
し
）
 

規
定
あ
り
 

・
必
要
性
、
有
効
性
、
効
率
性

等
の
観
点
の
下
、
適
切
な
評

価
項
目
を
抽
出
 

必
要
性
、
効
率
性
、
有
効
性

（
指
標
、
効
果
の
把
握
の
仕

方
、
得
よ
う
と
す
る
効
果
の

達
成
見
込
み
及
び
そ
の
判

断
根
拠
）
 

得
よ
う
と
し
た
効
果
、
得
ら
れ

た
効
果
（
含
む
、
波
及
効
果
）

及
び
両
者
の
比
較
、
効
率
性
、

有
効
性
（
上
位
目
標
の
達
成
に

貢
献
し
た
か
）
 

（
参
考
）
そ
の
他
の
主
な
評
価
項
目
 

 
 

 
 

・
得
よ
う
と
す
る
効
果
及
び

上
位
目
標
と
の
関
係
 

・
想
定
で
き
る
代
替
手
段
と

の
比
較
考
量
 

・
公
平
性
、
優
先
性
 

・
事
業
開
始
時
又
は
事
前
評
価

時
に
お
い
て
得
よ
う
と
し
た

効
果
 

・
今
後
の
政
策
へ
の
反
映
方
針
 

 
・
 
評
価
基
準
の
設
定
に
つ
い
て
は
、
設
定
さ
れ

た
各
評
価
項
目
に
つ
い
て
の
判
断
の
根
拠
を
あ

ら
か
じ
め
明
確
に
設
定
 

 

規
定
な
し
 

（
該
当
す
る
評
価
な
し
）
 

（
該
当
す
る
評
価
な
し
）
 

規
定
あ
り
 

・
各
評
価
項
目
に
つ
い
て
の
判
断
の

根
拠
が
あ
い
ま
い
に
な
ら
な
い
よ

う
、
予
め
明
確
に
設
定
 

記
載
な
し
 

記
載
な
し
 

○
 
効
果
的
・
効
率
的
な
評
価
シ
ス
テ
ム
の
運
営
 

 
（
重
層
構
造
に
お
け
る
評
価
の
運
営
、
時
系
列
的

な
評
価
の
運
営
、
評
価
シ
ス
テ
ム
の
レ
ビ
ュ
ー
） 

  

規
定
な
し
 

 
個
別
の
課
題
等
か
ら
上
位

の
機
関
や
施
策
・
政
策
に
至

る
効
率
的
な
評
価
シ
ス
テ

ム
を
構
築
 

 

（
注
）
 
「
評
価
指
針
等
の
規
定
」
に
つ
い
て
は
、
各
府
省
の
研
究
開
発
評
価
指
針
の
ほ
か
、
政
策
評
価
基
本
計
画
、
政
策
評
価
実
施
計
画
等
に
よ
る
。
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区
 
 
 
 
 
分
 

厚
 
 
生
 
 
労
 
 
働
 
 
省
 

農
 
 
林
 
 
水
 
 
産
 
 
省
 

各
府
省
が
定
め
る
評
価
指
針
の
制
定
・
大
綱
的
指
針

を
踏
ま
え
た
改
定
状
況
 

「
厚
生
労
働
省
の
科
学
研
究
開
発
評
価
に
関
す
る
指
針
」
 

平
成

20
年
４
月
改
定
（
平
成

14
年
８
月
制
定
）
 

「
農
林
水
産
省
に
お
け
る
研
究
開
発
評
価
に
関
す
る
指
針
」
 

平
成

18
年
３
月
改
定
（
平
成

13
年
４
月
制
定
、
14

年
５
月
改
定
）
 

[大
綱
的
指
針
の
ポ
イ
ン
ト
（
評
価
関
係
）
] 

【
評
価
指
針
等
の
規
定
】
 

【
評
価
指
針
等
の
規
定
】
 

【
評
価
指
針
等
の
規
定
】
 

【
評
価
書
の
記
載
内
容
】
 

○
 
評
価
時
期
の
設
定
 

 
・
 
追
跡
評
価
実
施
の
定
着
化
・
充
実
 

 

 必
要
に
応
じ
追
跡
評
価
を
実
施
 

 

（
事
前
）
 －

 

 

（
事
後
）
 

（
該
当
す
る
評
価
な
し
）
 

 

 

 研
究
成
果
の
普
及
・
活
用
状
況

に
関
す
る
調
査
を
研
究
成
果
公

表
後
概
ね
５
年
間
実
施
。
ま
た
、

必
要
に
応
じ
て
社
会
・
経
済
等

へ
の
効
果
や
波
及
効
果
に
つ
い

て
、
掘
り
下
げ
た
調
査
を
実
施
 

（
事
前
）
 －
 

 

（
事
後
）
 

（
該
当
す
る
評
価
な
し
）
 

  

 
・
 
研
究
開
発
課
題
等
の
終
了
後
、
一
定
の
時
間

を
経
過
し
て
か
ら
、
研
究
開
発
の
直
接
の
成
果

（
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
）
か
ら
生
み
出
さ
れ
た
社

会
・
経
済
等
へ
の
効
果
（
ア
ウ
ト
カ
ム
）
や
波

及
効
果
（
イ
ン
パ
ク
ト
）
を
確
認
す
る
こ
と
の

有
益
性
 

規
定
な
し
 

－
 

（
該
当
す
る
評
価
な
し
）
 

規
定
あ
り
 

－
 

（
該
当
す
る
評
価
な
し
）
 

○
 
評
価
項
目
・
評
価
基
準
の
設
定
 

 
・
 
必
要
性
、
効
率
性
、
有
効
性
の
３
観
点
の
下
、

評
価
項
目
を
設
定
 

必
要
性
、
効
率
性
、
有
効
性
 

[基
本
計
画
] 

 

必
要
性
、
効
率
性
（
計

画
性
）、

有
効
性
 

必
要
性
（
専
門
的
・
学
術

的
意
義
）、

有
効
性
（
期
待

さ
れ
る
厚
生
労
働
行
政
に

対
す
る
貢
献
度
）
 

必
要
性
、
効
率
性
、
有
効
性
 

[基
本
計
画
、
実
施
要
領
] 

必
要
性
、
効
率
性
、
有

効
性
 

必
要
性
、
効
率
性
、
有
効
性
 

（
参
考
）
そ
の
他
の
主
な
評
価
項
目
 

・
公
平
性
、
優
先
性
 

 
 

・
公
平
性
、
優
先
性
 

・
優
先
性
 

 

 
・
 
評
価
基
準
の
設
定
に
つ
い
て
は
、
設
定
さ
れ

た
各
評
価
項
目
に
つ
い
て
の
判
断
の
根
拠
を
あ

ら
か
じ
め
明
確
に
設
定
 

規
定
あ
り
 

・
評
価
の
基
準
（
評
価
段
階
、
重
み
付

け
等
）
は
評
価
委
員
会
で
策
定
 

記
載
な
し
 

記
載
な
し
 

規
定
あ
り
 

・
達
成
目
標
ご
と
に
達
成
状
況
を
ラ

ン
ク
分
け
(４

ラ
ン
ク
)に

よ
り
評

価
を
実
施
[実

施
要
領
] 

記
載
な
し
 

目
標
に
対
す
る
達
成
度
を

４
段
階
で
採
点
し
た
旨
記

載
さ
れ
て
い
る
が
、
基
準
の

記
載
は
な
し
 

○
 
効
果
的
・
効
率
的
な
評
価
シ
ス
テ
ム
の
運
営
 

 
（
重
層
構
造
に
お
け
る
評
価
の
運
営
、
時
系
列
的

な
評
価
の
運
営
、
評
価
シ
ス
テ
ム
の
レ
ビ
ュ
ー
） 

研
究
開
発
評
価
が
機
関
間
等
の
階

層
構
造
の
下
で
重
層
的
に
実
施
さ

れ
て
い
る
こ
と
や
、
事
前
評
価
か

ら
追
跡
評
価
ま
で
時
系
列
的
に
相

互
に
関
連
・
連
続
し
て
実
施
さ
れ

て
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
全
体
と

し
て
効
果
的
・
効
率
的
に
運
営
 

 
規
定
あ
り
 

 

（
注
）
 
「
評
価
指
針
等
の
規
定
」
に
つ
い
て
は
、
各
府
省
の
研
究
開
発
評
価
指
針
の
ほ
か
、
政
策
評
価
基
本
計
画
、
政
策
評
価
実
施
計
画
等
に
よ
る
。
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区
 
 
 
 
 
分
 

経
 
 
済
 
 
産
 
 
業
 
 
省
 

国
 
 
土
 
 
交
 
 
通
 
 
省
 

各
府
省
が
定
め
る
評
価
指
針
の
制
定
・
大
綱
的
指
針

を
踏
ま
え
た
改
定
状
況
 

「
経
済
産
業
省
技
術
評
価
指
針
」
 

平
成

17
年
４
月
改
定
（
平
成

14
年
４
月
制
定
）
 

「
国
土
交
通
省
研
究
開
発
評
価
指
針
」
 

未
改
定
（
平
成

14
年
６
月
制
定
）
 

[大
綱
的
指
針
の
ポ
イ
ン
ト
（
評
価
関
係
）
] 

【
評
価
指
針
等
の
規
定
】
 

【
評
価
書
の
記
載
内
容
】
 

【
評
価
指
針
等
の
規
定
】
 

【
評
価
書
の
記
載
内
容
】
 

○
 
評
価
時
期
の
設
定
 

 
・
 
追
跡
評
価
実
施
の
定
着
化
・
充
実
 

 終
了
し
て
数
年
経
っ
た
事
業

を
対
象
に
実
施
 

（
事
前
）
 

－
 

 

（
事
後
）
 

（
該
当
す
る
評
価
な
し
）
 

 

 

 規
定
な
し
 

  

（
事
前
）
 

－
 

 

（
事
後
）
 

（
該
当
す
る
評
価
な
し
）
 

  

 
・
 
研
究
開
発
課
題
等
の
終
了
後
、
一
定
の
時
間

を
経
過
し
て
か
ら
、
研
究
開
発
の
直
接
の
成
果

（
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
）
か
ら
生
み
出
さ
れ
た
社

会
・
経
済
等
へ
の
効
果
（
ア
ウ
ト
カ
ム
）
や
波

及
効
果
（
イ
ン
パ
ク
ト
）
を
確
認
す
る
こ
と
の

有
益
性
 

終
了
し
て
数
年
経
っ
た
事
業

を
対
象
に
、
そ
の
研
究
開
発

活
動
や
成
果
が
産
業
、
社
会

に
及
ぼ
し
た
効
果
に
つ
い
て

調
査
し
、
現
在
の
視
点
か
ら

総
合
的
に
評
価
 

 

－
 

（
該
当
す
る
評
価
な
し
）
 

規
定
な
し
 

－
 

（
該
当
す
る
評
価
な
し
）
 

○
 
評
価
項
目
・
評
価
基
準
の
設
定
 

 
・
 
必
要
性
、
効
率
性
、
有
効
性
の
３
観
点
の
下
、

評
価
項
目
を
設
定
 

必
要
性
、
効
率
性
、
有
効
性
 

必
要
性
、
効
率
性
、
有
効
性
 

必
要
性
 

必
要
性
、
効
率
性
、
有
効
性
 

必
要
性
、
効
率
性
、
有
効
性
 

必
要
性
、
効
率
性
、
有
効
性
 

（
参
考
）
そ
の
他
の
主
な
評
価
項
目
 

・
知
的
基
盤
・
標
準
整
備
等

の
た
め
の
研
究
開
発
に
特
有

の
評
価
項
目
を
設
定
 

 

 
 

 
 

 

 
・
 
評
価
基
準
の
設
定
に
つ
い
て
は
、
設
定
さ
れ

た
各
評
価
項
目
に
つ
い
て
の
判
断
の
根
拠
を
あ

ら
か
じ
め
明
確
に
設
定
 

規
定
あ
り
 

・「
標
準
的
評
価
項
目
・
評
価
基

準
」
を
策
定
 

記
載
な
し
 

 

記
載
な
し
 

規
定
あ
り
 

・
あ
ら
か
じ
め
評
価
基
準
を
明

確
か
つ
具
体
的
に
設
定
 

記
載
な
し
 

    

記
載
な
し
 

○
 
効
果
的
・
効
率
的
な
評
価
シ
ス
テ
ム
の
運
営
 

 
（
重
層
構
造
に
お
け
る
評
価
の
運
営
、
時
系
列
的

な
評
価
の
運
営
、
評
価
シ
ス
テ
ム
の
レ
ビ
ュ
ー
） 

必
要
が
あ
る
場
合
、
関
連
す

る
施
策
・
事
業
等
が
有
機
的

に
連
携
を
と
っ
て
体
系
的
に

政
策
効
果
を
あ
げ
て
い
る
か

評
価
（
評
価
の
階
層
構
造
）
 

 

 
規
定
な
し
 

 

（
注
）
 
「
評
価
指
針
等
の
規
定
」
に
つ
い
て
は
、
各
府
省
の
研
究
開
発
評
価
指
針
の
ほ
か
、
政
策
評
価
基
本
計
画
、
政
策
評
価
実
施
計
画
等
に
よ
る
。
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区
 
 
 
 
 
分
 

環
 
 
 
境
 
 
 
省
 

防
 
 
 
 
衛
 
 
 
 
省
 

各
府
省
が
定
め
る
評
価
指
針
の
制
定
・
大
綱
的
指
針

を
踏
ま
え
た
改
定
状
況
 

「
環
境
省
研
究
開
発
評
価
指
針
」
 

平
成

18
年

10
月
改
定
（
平
成

14
年
４
月
制
定
）
 

「
防
衛
庁
研
究
開
発
評
価
指
針
」
 

平
成

20
年
５
月
改
定
（
平
成

14
年
３
月
制
定
）
 

[大
綱
的
指
針
の
ポ
イ
ン
ト
（
評
価
関
係
）
] 

【
評
価
指
針
等
の
規
定
】
 

【
評
価
書
の
記
載
内
容
】
 

【
評
価
指
針
等
の
規
定
】
 

【
評
価
書
の
記
載
内
容
】
 

○
 
評
価
時
期
の
設
定
 

 
・
 
追
跡
評
価
実
施
の
定
着
化
・
充
実
 

 研
究
開
発
終
了
後
一
定
期

間
経
過
後
 

（
事
前
）
 

－
 

  

（
事
後
）
 

（
該
当
す
る
評
価
な
し
）
 

技
術
開
発
：
部
隊
配
備
後
原
則

と
し
て
１
年
程
度
経
過
後
実

施
 

技
術
研
究
：
原
則
と
し
て
研
究

完
了
後
５
年
～
10

年
経
過
後

実
施
 

［
研
究
開
発
評
価
実
施
要
領
］
 

（
事
前
）
 

－
 

 

（
事
後
）
 

（
該
当
す
る
評
価
な
し
）
 

  

 
・
 
研
究
開
発
課
題
等
の
終
了
後
、
一
定
の
時
間

を
経
過
し
て
か
ら
、
研
究
開
発
の
直
接
の
成
果

（
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
）
か
ら
生
み
出
さ
れ
た
社

会
・
経
済
等
へ
の
効
果
（
ア
ウ
ト
カ
ム
）
や
波

及
効
果
（
イ
ン
パ
ク
ト
）
を
確
認
す
る
こ
と
の

有
益
性
 

規
定
あ
り
 

－
 

（
該
当
す
る
評
価
な
し
）
 

規
定
あ
り
 

技
術
研
究
：
技
術
基
盤
の
維
持

及
び
育
成
へ
の
貢
献
度
[研

究

開
発
評
価
実
施
要
領
] 

－
 

（
該
当
す
る
評
価
な
し
）
 

○
 
評
価
項
目
・
評
価
基
準
の
設
定
 

 
・
 
必
要
性
、
効
率
性
、
有
効
性
の
３
観
点
の
下
、

評
価
項
目
を
設
定
 

必
要
性
（
科
学
的
･技

術
的

意
義
、
社
会
的
･経

済
的
意

義
、
国
費
に
よ
る
研
究
開

発
の
妥
当
性
）、

効
率
性
、

有
効
性
 

（
該
当
す
る
評
価
な
し
）
 

（
該
当
す
る
評
価
な
し
）
 

必
要
性
、
合
理
性
（
要
求
事
項
、

実
施
計
画
等
）、

有
効
性
（
達

成
度
、
貢
献
度
等
）
[研

究
開

発
評
価
実
施
要
領
] 

必
要
性
、
効
率
性
、
有
効
性

（
得
よ
う
と
す
る
効
果
、
効

果
の
把
握
の
仕
方
、
効
果
の

達
成
見
込
み
の
根
拠
）
 

有
効
性
（
達
成
さ
れ
た
効

果
）
 

（
参
考
）
そ
の
他
の
主
な
評
価
項
目
 

 
 

 
・
進
ち
ょ
く
度
（
中
間
評
価
）
 

 
・
教
訓
等
事
項
 

 
・
 
評
価
基
準
の
設
定
に
つ
い
て
は
、
設
定
さ
れ

た
各
評
価
項
目
に
つ
い
て
の
判
断
の
根
拠
を
あ

ら
か
じ
め
明
確
に
設
定
 

規
定
あ
り
 

・
あ
ら
か
じ
め
評
価
基
準
を
明

確
に
設
定
 

（
該
当
す
る
評
価
な
し
）
 

（
該
当
す
る
評
価
な
し
）
 

規
定
あ
り
 

・
評
価
の
目
的
に
応
じ
て
事
前
に

設
定
す
る
こ
と
を
原
則
 

記
載
な
し
 

記
載
な
し
 

 

○
 
効
果
的
・
効
率
的
な
評
価
シ
ス
テ
ム
の
運
営
 

 
（
重
層
構
造
に
お
け
る
評
価
の
運
営
、
時
系
列
的

な
評
価
の
運
営
、
評
価
シ
ス
テ
ム
の
レ
ビ
ュ
ー
） 

時
系

列
的

な
評

価
の

運

営
、
評
価
シ
ス
テ
ム
の
レ

ビ
ュ
ー
、
評
価
シ
ス
テ
ム

の
運
営
に
関
す
る
責
任
者

の
設
置
 

 

  

評
価
委
員
会
／
評
価
部
会
の

設
置
 

外
部
評
価
の
導
入
 

 

（
注
）
 
「
評
価
指
針
等
の
規
定
」
に
つ
い
て
は
、
各
府
省
の
研
究
開
発
評
価
指
針
の
ほ
か
、
政
策
評
価
基
本
計
画
、
政
策
評
価
実
施
計
画
等
に
よ
る
。
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資料Ⅰ－２－１－④      研究開発施策の評価の対象  

区分 研究開発戦略 研究開発政策等 研究開発制度 

総 務 省 

●研究開発を実施・推進す

る基本方針（ユビキタス

ネット社会に向けた研

究開発の在り方につい

てその他の研究開発に

関する方針） 

●消防防災科学技術推進

戦略 

― 

●競争的研究資金（課題公募

型） 

●重点的研究資金（委託先公

募型） 

●重点的研究資金（独立行政

法人委託型） 

●助成金 

●その他の研究開発支援（施

設整備等） 

●消防防災科学技術研究推進

制度（競争的研究資金） 

財 務 省 ― ― ― 

文部科学省 ― 

●政策評価基本計画におけ

る施策、事務事業（研究開

発課題を除く）のうち、研

究開発に関するもの 

○研究開発課題を運営する制

度 

厚生労働省 ― ― 

●厚生労働科学研究費補助金

による各研究事業 

●国立高度専門医療センター

特別会計におけるがん研究

助成金等による研究事業 

●独立行政法人医薬基盤研究

所が実施する基礎研究推進

事業及び医薬品、医療機器

等の研究開発に対する委託

事業 

●特定疾患治療研究費及び小

児慢性特定疾患治療研究費

による研究事業 

●結核研究所補助金及び放射

線影響研究所補助金による

研究事業 

農林水産省 

●「農林水産研究基本計

画」（平成 17 年３月 30

日農林水産技術会議決

定）に定められた重点目

標 

― 

○産学官の連携、競争的環境

の整備、若手研究者の育

成・流動性の促進、研究成

果の活用促進、地域におけ

る農業研究の振興等を目的

とした各種の研究制度 

経済産業省 ― 

●経済産業省の施策のうち

研究開発を主たる事業と

する施策（政策－施策－事

業の政策体系の一部をな

すものであり、政策評価基

本計画にて定められる） 

○複数の事業をまとめた分

野別 

○研究開発を始めとする技術

に関する制度 
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国土交通省 ― 

○特定の行政目的を実現す

るための研究開発の方

策・方針（複数の研究開発

制度や課題等が連携する

集合体を含む。省の根幹的

政策目標を示す基本的方

針や戦略的計画は含まな

い。） 

○政策目標を具体化するため

の研究開発制度等（競争的

研究資金制度や政策目的を

実現するための研究開発に

係わる制度・事業等） 

環 境 省 ― ― 

●地球環境研究総合推進費 

●環境技術開発等推進費 

●廃棄物処理等科学研究費補

助金 

●地球環境保全等試験研究費

（公害防止等試験研究費、

地球環境保全試験研究費） 

●地球温暖化対策技術開発事

業 

●ナノテクノロジーを活用し

た環境技術開発推進事業 

防 衛 省 

●「研究開発の実施に係わ

るガイドライン」（平成

13年６月） 

 

●複数の事業をとりまとめ

た分野（例えば、無人機関

連技術、ＮＢＣ関連技術、

個人装備関連技術、ネット

ワーク関連技術等） 

○研究開発に関する制度 

（注）１ 各府省の研究開発評価指針等を基に作成した。 
    ２ ●印は、対象が具体的に特定されていることを示す。 
    ３ ○印は、対象が具体的に特定されてはいないが、対象となる政策の類型を示していることを示

す。 
    ４ ―は、研究開発評価指針等に記載がないことを示す。 
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資料Ⅰ－２－２－① 
公共事業関係費の事項（事業区分）と所管府省 

 
公共事業の事業区分を一般会計予算の公共事業関係費の事項別の区分で整理すると次 

のとおりである。 

（注）１ 一般会計予算の区分により作成した。 

２ 北海道及び沖縄県で実施される公共事業のうち、内閣府及び国土交通省において予算が一括 

計上されるものについては、移替え・繰入れ先の省で整理した。 

３ 調整費等及び地域再生交付金については、移替え・繰入れ先の省で整理した。 

４ 公共事業関係費を所管する府省は、表中の６府省（総務省、厚生労働省、農林水産省、経済 

産業省、国土交通省及び環境省）に加え、沖縄総合事務局を地方支分部局とする内閣府である。 

５ 「災害復旧等」は、評価法の下で事前評価の実施が義務付けられている個々の公共事業の範 

囲から除かれている。 

事 項（ 事 業 区 分 ） 所 管 府 省 

１ 治山治水対策 － 

   治  水  国土交通省 

   治  山  農林水産省 

   海  岸  農林水産省、国土交通省 

２ 道路整備  国土交通省 

３ 港湾空港鉄道等整備 － 

   港湾整備  国土交通省 

   空港整備  国土交通省 

   都市・幹線鉄道整備  国土交通省 

   新幹線鉄道整備  国土交通省 

   航路標識整備  国土交通省 

４ 住宅都市環境整備 － 

   住宅対策  国土交通省 

   都市環境整備  国土交通省 

５ 下水道水道廃棄物処理等 － 

   下水道  国土交通省 

   水道  厚生労働省 

   廃棄物処理  環境省 

   工業用水道  経済産業省 

   都市公園  国土交通省 

   自然公園等  環境省 

   情報通信格差是正  総務省 

６ 農業農村整備  農林水産省 

７ 森林水産基盤整備 － 

   森林整備  農林水産省 

   水産基盤整備  農林水産省 

８ 調整費等  

   調整費等 

 

   地域再生基盤強化交付金 

 総務省、厚生労働省、農林水産省、 

 経済産業省、国土交通省、環境省 

 農林水産省、国土交通省、環境省 

９ 災害復旧等  関係府省 
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資料Ⅰ－２－２－② 
公共事業に係る評価に関する主な経緯 

 
 

平成９年 12 月５日  「物流効率化による経済構造改革特別枠」に関する関係閣僚会合 
総理から公共事業全体への「再評価システムの導入」、「費用対効果分析の活

用」について、公共事業関係６省庁に指示 
 

10 年３月 27 日  公共事業の実施に関する連絡会議（第４回） 
建設省等公共事業関係６省庁が、各省庁所管のすべての公共事業について再

評価システムを平成 10 年度から導入することを申し合わせ。また、再評価シ
ステムの導入と同時に新規事業採択時の費用対効果分析についても、基本的に
全事業について導入することとし、平成 10 年度から試行を含め運用 

 
11 年３月 30 日  公共事業の実施に関する連絡会議（第６回） 

費用対効果分析の共通的な運用指針（試行案）を策定 
 

11 年４月 27 日  「国の行政組織等の減量、効率化等に関する基本的計画」（平成 11 年４月 27
日閣議決定）（抄） 

事業の実施の前後において、できる限り客観的な費用効果分析を行い、その
結果を公表することにより、公共事業の決定過程の透明化及び評価の適正化を
図る。 
事業の完了後における費用効果分析を含む事業評価についても、その運用方

針等の作成に向けて、関係省庁において、平成 11 年度より順次、評価の試行
に着手する。 

 
11 年７月 30 日  「平成 12 年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針について」（平成 11

年７月 30 日閣議了解）（抄） 
公共投資全般について、省庁間の枠を越えた事業間の連携の強化、公共工事

のコスト縮減対策の推進、費用対効果分析等の客観的な評価による採択の必要
性の検証、再評価システムの適用による継続事業の見直し等を更に徹底するこ
とにより、事業の効率化・効果的実施を図るとともに、その透明性を十分確保
する。 

 
11 年８月 30 日  公共事業の実施に関する連絡会議（第７回） 

事後評価の試行等について口頭申し合わせ 
 

12 年 12 月１日  「行政改革大綱」（平成 12 年 12 月１日閣議決定）（抄） 
政策評価の円滑な実施、政策評価に関する実施要領の速やかな策定、費用対

効果分析による事業評価（国土交通省）を推進等 
 

13 年６月 22 日  行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成 13 年法律第 86 号）成立 
 

13 年６月 26 日  「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針」（平成 13 年
６月 26 日閣議決定）（抄） 
経済社会状況の変化等により費用対効果の低下した事業を改めて見直すルー

ルづくり､第三者による評価内容のチェックと資料・データの公開､事前評価に
当たっては同種事業の事後評価の結果を踏まえて行うなどの改善が必要である。 

 
14 年１月 25 日  「構造改革と経済財政の中期展望」（平成 14 年 1 月 25 日閣議決定）（抄） 

（公共投資の規模、効率化、PFI の活用） 
公共事業の効率性・透明性の向上に向け、事業評価の改善（第三者によるチ

ェック、事後評価結果の同種事業への活用、評価手法の改善など）、コスト縮
減、法改正により適用範囲の拡大等が行われた PFI の一層の活用、既存ストッ
クの有効活用、一般競争入札の拡大等競争性の向上、過度の入札制限の見直し
など具体的な取組を進める。 
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14 年４月１日  行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成 13 年法律第 86 号）施行 
 

14 年６月 25 日  「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2002」（平成 14 年 6 月 25 日閣議
決定）（抄） 
（実効ある効率化の実現） 
公共事業の効率化のため、さらに厳格な事業評価を行い、その結果を予算編成

に十分反映する必要がある。このため、事前評価に同種事業の事後評価の結果を

確実に反映する仕組みを構築する。また、第３者による評価内容のチェック機能

の強化、関連情報を含めた情報公開の徹底、国民に対する説明責任の明確化を実

現する。 
 

14 年 11 月 29 日  「平成 15 年度予算編成の基本方針」（平成 14 年 11 月 29 日閣議決定）（抄） 
（公共投資の効率性・透明性の向上） 
評価手法の改善・共通化の推進、第三者による評価内容のチェック機能の強化、

人口動態等を踏まえた厳正な需要予測（モデル、データ）など関連情報を含めた

情報公開の徹底などを進めることにより、事業評価の仕組みを一層改善する。 
事業評価の結果を予算に十分反映する。事前評価、再評価及び事後評価を公

表し、比較・検証した上で、実績の伴わない事業については、予算要求や計画
の見直しに活用するとともに、同分野の評価手法や今後の計画・調査等へ反映
する仕組みを導入する。 

 
15 年 12 月５日  「平成 16 年度予算編成の基本方針」（平成 15 年 12 月 5 日閣議決定）（抄） 

（公共投資の効率性・透明性の向上） 
公共事業においても、政策目標を国民の視点で策定し（Plan）、目標達成の

ために予算を効率的に活用し（Do）、目標達成状況を厳しく評価し（Check）、
評価結果を施策改善や予算に反映させる（Action）というマネジメントサイク
ルを確立するとともに、情報公開を徹底し、透明性の向上を図る。 

（個別プロジェクトの見直し） 
再評価を適切に実施することにより、社会経済情勢の変化に伴い必要性の低

下した事業を中止するなど、個別プロジェクトの見直しを行う。事業評価に当
たっては、直近の人口動態等を踏まえた厳正な需要予測を行うとともに、かい
離の原因、改善策も含めた関連情報の公開を徹底するほか、第三者によるチェ
ック機能を強化する。また、事業評価を踏まえ個別事業の新規採択・継続・中
止の判断を行うことにより評価結果を予算に十分反映する。 
なお、評価手法については、事後評価の結果や他の事業で用いられている手

法との比較検討を踏まえ、一層の改善を図る。 
 

16 年 12 月３日  「平成 17 年度予算編成の基本方針」（平成 16 年 12 月３日閣議決定）（抄） 
（事業評価の厳格な実施等） 
政策目標の策定（Plan）、予算の効率的な活用（Do）、目標達成状況の評価

（Check）、評価結果の予算等への反映（Action）というマネジメントサイクル
を確立し、事業評価を踏まえ個別事業の新規採択・継続・中止を判断するなど
評価結果を予算に反映する。事業評価に当たっては、直近の人口動態等を踏ま
えた厳正な需要予測を行うとともに、第三者によるチェック機能の活用、情報
公開の徹底、透明性の確保を図る。また、評価手法については、他の事業で用
いられている手法との比較検討等を踏まえ、一層の改善を図る。 

 
17 年 12 月６日  「平成 18 年度予算編成の基本方針」（平成 17 年 12 月６日閣議決定）（抄） 

（事業評価の厳格な実施等） 
効率的な事業実施のために、事前・事後の事業評価を厳格に実施する。事

業評価に当たっては、第三者によるチェック機能の活用、情報公開の徹底、
透明性の確保を図りつつ、事業評価を踏まえて個別事業の新規採択・継続・
中止を判断するなど、評価結果の予算への反映を徹底する。 
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18 年 12 月１日  「平成 19 年度予算編成の基本方針」（平成 18 年 12 月１日閣議決定）（抄） 
（各分野における歳出改革） 
② 公共投資 

特に、談合の排除を徹底し、一般競争方式の拡大や総合評価方式の拡充
等を通じた入札・契約の一層の競争性、透明性、公正性の確保に取り組む
とともに、引き続き評価結果の予算への反映を徹底するなど、事前・事後
の事業評価を厳格に実施する。 

 
19 年 12 月４日  「平成 20 年度予算編成の基本方針」（平成 19 年 12 月４日閣議決定）（抄） 

（各分野における歳出改革） 
① 公共投資 

国・地方を通じて入札談合を廃絶し、一般競争方式の拡大や総合評価方
式の拡充等による入札・契約制度の改革に取り組むとともに、引き続き事
業評価結果の予算への反映を徹底するなど、事前・事後の事業評価の充実
及び厳格な適用を実施する。 

     
20 年 12 月３日  「平成 21 年度予算編成の基本方針」（平成 20 年 12 月３日閣議決定）（抄）     

（住宅・公共投資） 
経済社会状況の最新のデータに基づいたＰＤＣＡの厳格な実施、事業評

価に関する第三者機関の機能の拡充、実績が事前の評価を下回る事例の十
分な把握等を通じ、不断の見直しを行いつつ計画的に実施し、引き続き事
業評価結果の予算への反映を徹底するなど、事前・事後の事業評価の充実
及び厳格な適用を実施する。 
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資
料
Ⅰ
－
２
－
２
－
③

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
各

府
省

に
お

け
る

個
々

の
公

共
事

業
の

評
価

の
概

要
 

 【
厚
生
労
働
省
】
 

区
分
 

対
象
事
業
 

実
施
時
期
 

実
施
主
体
 

評
価
手
法
 

評
価
結
果
に
基
づ
く
対
応
 

事
前
評
価
 

評
価
法
第
９
条
に
規
定
す
る
政
策
 

水
道
施
設
整
備
に
係
る
 

国
庫
補
助
事
業
及
び
厚
 

生
労
働
大
臣
が
主
務
大
 

臣
と
な
っ
て
い
る
独
立
 

行
政
法
人
水
資
源
機
構
 

が
実
施
す
る
事
業
 

事
業

採
択

前
の

段
階

に
お

い
て

実

施
 

【
地

方
公

共
団

体
等

が
実

施
す

る

事
業
】
 

○
事
業
費

1
0
億

円
以
上
 

厚
生
労
働
省
 

○
事
業
費

1
0
億

円
未
満
 

水
道
施
設
整
備
事
業
者
 

【
水
資
源
機
構
が
実
施
す
る
事
業
】

水
資
源
機
構
 

新
技
術
の
活
用
、
コ
ス
ト
縮
減
、
代

替
案
立
案
等
の
可
能
性
、
事
業
の
必

要
性

、
計

画
の

適
切

性
等

を
踏

ま

え
、
費
用
対
効
果
等
の
検
討
を
各
事

業
ご
と
に
行
う
。
 

  

厚
生
労
働
省
に
お
い
て
、
事
前
評
価

の
評
価
結
果
に
基
づ
き
、
事
業
の
採

択
を
行
う
。
 

再
評
価
 

個
々
の
公
共
事
業
で
あ
っ
て
、
別
途

要
領

で
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
り

事

後
評

価
の

対
象

と
す

る
こ

と
と

し

た
も
の
 

原
則
と
し
て
事
業
採
択
 

後
５
年
を
経
過
し
て
実
 

施
中
の
事
業
 

原
則
５
年
経
過
ご
と
に
実
施
 

 ※
 
そ
の
他
、
社
会
経
済
情
勢
の
急

激
な

変
化

等
に

よ
り

事
業

の
見

直
し

の
必

要
が

生
じ

た
場

合
に

は
、
適
宜
、
再
評
価
を
実
施
 

【
地

方
公

共
団

体
等

が
実

施
す

る

事
業
】
 

水
道
施
設
整
備
事
業
者
 

【
水
資
源
機
構
が
実
施
す
る
事
業
】

水
資
源
機
構
 

採
択

後
の

事
業

を
め

ぐ
る

社
会

経

済
情
勢
等
の
変
化
、
事
業
の
進
捗
状

況
等
を
踏
ま
え
た
コ
ス
ト
縮
減
、
代

替
案

立
案

等
の

可
能

性
の

検
討

等

を
各
事
業
ご
と
に
行
う
。
 

  

水
道

施
設

整
備

事
業

者
及

び
水

資

源
機
構
は
、
再
評
価
の
評
価
結
果
に

基
づ
き
、
以
下
の
措
置
を
講
ず
る
こ

と
と
す
る
。
 

①
 
事
業
の
継
続
 

現
計

画
に

よ
る

整
備

が
適

切

で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
 

②
 
事
業
計
画
等
の
見
直
し
 

事
業
実
施
計
画
、
施
設
規
模
の

見
直

し
が

必
要

と
認

め
ら

れ
る

場
合
 

③
 
休
止
 

諸
問

題
の

解
決

に
時

間
を

要

す
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
 

④
 
中
止
 

社
会

経
済

情
勢

の
急

激
な

変

化
等

の
た

め
需

要
等

が
当

初
の

見
込

み
と

大
幅

に
乖

離
し

た
等

の
事
情
に
よ
り
、
事
業
の
効
果
が

な
く

な
っ

て
い

る
と

認
め

ら
れ

る
場
合
 

（
注
）
厚
生
労
働
省
の
基
本
計
画
、
評
価
実
施
要

領
等
を
基
に
作
成
し
た
。
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【
農
林
水
産
省
】
 

区
分
 

対
象
事
業
 

実
施
時
期
 

実
施
主
体
 

評
価
手
法
 

評
価
結
果
に
基
づ
く
対
応
 

事
前
評
価
 

評
価

法
第

９
条

及
び

評
価

法
施

行

令
第

３
条

に
よ

り
評

価
を

義
務

付

け
ら

れ
た

個
々

の
公

共
事

業
と

し

て
、
施
設
の
維
持
管
理
に
係
る
事
業

及
び

災
害

復
旧

事
業

等
を

除
く

農

林
水
産
公
共
事
業
の
う
ち
、
総
事
業

費
1
0
億
円
以
上

の
事
業
 

新
た

に
事

業
を

採
択

す
る

時
ま

で

に
評
価
を
実
施
（
個
別
の
地
区
に
つ

い
て

予
算

の
概

算
要

求
を

行
う

事

業
に
つ
い
て
は
、
概
算
要
求
書
を
財

務
省

へ
提

出
す

る
時

ま
で

に
評

価

を
実
施
）
 

○
農
業
農
村
整
備
事
業
等
 

・
直
轄
事
業
及
び
機
構
等
営
事
業
 

農
村
振
興
局
 

地
方
農
政
局
 

・
補
助
事
業
 

農
村
振
興
局
 

生
産
局
（
北
海
道
）
 

地
方
農
政
局
 

沖
縄
総
合
事
務
局
（
沖
縄
県
）

○
林
野
公
共
事
業
 

・
直
轄
事
業
及
び
機
構
等
営
事
業
 

林
野
庁
 

・
補
助
事
業
 

林
野
庁
 

○
水
産
関
係
公
共
事
業
 

・
直
轄
事
業
 

水
産
庁
 

・
補
助
事
業
 

水
産
庁
 

費
用

対
効

果
分

析
そ

の
他

の
手

法

に
よ
り
、
事
業
効
果
を
定
量
的
に
測

定
・
把
握
 

  

評
価
結
果
に
基
づ
き
新
規
採
択
（
着

工
要
求
）
地
区
を
決
定
 

再
評
価
 

（
期

中
の

評
価
）
 

原
則
と
し
て
、
評
価
法
第
７
条
第
２

項
第

２
号

及
び

評
価

法
施

行
令

第

２
条

に
よ

り
評

価
を

義
務

付
け

ら

れ
た
、
未
着
手
の
事
業
及
び
未
了
の

事
業
で
、
施
設
の
維
持
管
理
に
係
る

事
業

及
び

災
害

復
旧

事
業

等
を

除

く
農
林
水
産
公
共
事
業
 

○
未
着
手
の
事
業
 

事
業

採
択

か
ら

未
着

手
の

ま
ま

５
年
を
経
過
し
た
時
点
 

○
未
了
の
事
業
 

事
業

採
択

か
ら

未
了

の
ま

ま
1
0

年
を
経
過
し
た
時
点
 

○
対
象
と
な
る
事
業
が

1
0
年

を
超

え
て
継
続
す
る
場
合
 

直
近

に
期

中
の

評
価

を
実

施
し

た
年
度
か
ら
起
算
し
て
５
年
ご
と
 

 ※
 
自
然
災
害
等
の
発
生
、
社
会
経

済
情

勢
の

変
化

等
に

よ
り

評
価

の
実

施
主

体
が

必
要

と
認

め
た

事
業
に
つ
い
て
は
、
適
切
な
時
期

に
評
価
を
実
施
 

○
農
業
農
村
整
備
事
業
等
 

・
直
轄
事
業
及
び
機
構
等
営
事
業
 

農
村
振
興
局
 

地
方
農
政
局
 

北
海
道
開
発
局
（
北
海
道
）
 

沖
縄
総
合
事
務
局
（
沖
縄
県
）

・
補
助
事
業
 

農
村
振
興
局
（
北
海
道
）
 

生
産
局
（
北
海
道
）
 

地
方
農
政
局
 

沖
縄
総
合
事
務
局
（
沖
縄
県
）

○
林
野
公
共
事
業
 

・
直
轄
事
業
及
び
機
構
等
営
事
業
 

林
野
庁
 

・
補
助
事
業
 

林
野
庁
 

○
水
産
関
係
公
共
事
業
 

・
直
轄
事
業
 

水
産
庁
 

・
補
助
事
業
 

水
産
庁
 

以
下

の
評

価
項

目
に

つ
い

て
点

検

し
、

事
業

実
施

の
妥

当
性

に
つ

い

て
、
総
合
的
か
つ
客
観
的
に
評
価
 

①
費

用
対

効
果

分
析

の
算

定
基

礎

と
な
っ
た
要
因
の
変
化
 

②
農
林
水
産
業
情
勢
、
農
山
漁
村
の

状
況

そ
の

他
の

社
会

経
済

情
勢

の
変
化
 

③
事
業
の
進
捗
状
況
 

④
関
連
事
業
の
進
捗
状
況
 

⑤
地
元
（
受
益
者
、
地
方
公
共
団
体

等
）
の
意
向
 

⑥
事
業
コ
ス
ト
縮
減
等
の
可
能
性
 

⑦
代
替
案
の
実
現
可
能
性
 

  

事
業

の
継

続
、

縮
小

そ
の

他
の

変

更
、
休
止
又
は
中
止
の
方
針
を
決
定
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区
分
 

対
象
事
業
 

実
施
時
期
 

実
施
主
体
 

評
価
手
法
 

評
価
結
果
に
基
づ
く
対
応
 

完
了

後
の

評
価
 

原
則
と
し
て
、
施
設
の
維
持
管
理
に

係
る

事
業

及
び

災
害

復
旧

事
業

等

を
除

く
農

林
水

産
公

共
事

業
の

う

ち
、
総
事
業
費

1
0
億
円
以
上
の
事

業
（
補
助
事
業
に
つ
い
て
は
、
事
業

実
施

主
体

の
協

力
が

得
ら

れ
る

範

囲
内
で
実
施
）
 

事
業
完
了
後
一
定
期
間
（
お
お
む
ね

５
年
）
経
過
後
に
実
施
 

 ※
 

こ
れ

以
外

の
時

期
に

お
い

て

も
、
自
然
災
害
の
発
生
、
社
会
経

済
情

勢
の

変
化

等
に

よ
り

評
価

の
実

施
主

体
が

必
要

と
認

め
た

場
合
に
は
、
実
施
 

○
農
業
農
村
整
備
事
業
等
 

・
直
轄
事
業
及
び
機
構
等
営
事
業
 

農
村
振
興
局
（
※
１
）
 

地
方
農
政
局
 

北
海
道
開
発
局
（
北
海
道
）
 

沖
縄
総
合
事
務
局
（
沖
縄
県
）

機
構
等
（
※
２
）
 

・
補
助
事
業
 

 
 
農
村
振
興
局
(
北
海
道
)
 

 
 
生
産
局
(
北
海
道
)
 

 
 
地
方
農
政
局
 

 
 
沖
縄
総
合
事
務
局
（
沖
縄
県
）

※
1
:
国

営
草

地
開

発
事

業
の

場
合

は
生
産
局
及
び
農
村
振
興
局
 

※
2
:
独

立
行

政
法

人
森

林
総

合
研

究
所
、
独
立
行
政
法
人
水
資
源

機
構
 

○
林
野
公
共
事
業
 

・
直
轄
事
業
及
び
機
構
等
営
事
業
 

林
野
庁
 

・
補
助
事
業
 

林
野
庁
 

○
水
産
関
係
公
共
事
業
 

・
直
轄
事
業
 

水
産
庁
 

・
補
助
事
業
 

水
産
庁
 

以
下

の
視

点
に

つ
い

て
事

業
の

特

性
に
応
じ
た
評
価
項
目
を
設
定
し
、

事
業

実
施

の
も

た
ら

す
効

果
に

つ

い
て
、
総
合
的
か
つ
客
観
的
に
評
価

①
費

用
対

効
果

分
析

の
算

定
基

礎

と
な
っ
た
要
因
の
変
化
 

②
事
業
効
果
の
発
現
状
況
 

③
事

業
に

よ
り

整
備

さ
れ

た
施

設

の
管
理
状
況
 

④
事
業
実
施
に
よ
る
環
境
の
変
化
 

⑤
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
 

⑥
今
後
の
課
題
等
 

  

対
象

事
業

等
に

つ
い

て
必

要
な

措

置
を
講
ず
る
と
と
も
に
、
今
後
の
事

業
の
在
り
方
の
検
討
、
事
業
評
価
手

法
の
改
善
等
を
推
進
 

（
注
）
１
 
農
林
水
産
省
の
基
本
計
画
、
評
価
実

施
要
領
等
を
基
に
作
成
し
た
。
 

２
 
「
区
分
」
欄
の
（
 
）
内
は
、
農
林

水
産
省
の
区
分
に
お
け
る
呼
称
で
あ
る
。
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【
経
済
産
業
省
】
 

区
分
 

対
象
事
業
 

実
施
時
期
 

実
施
主
体
 

評
価
手
法
 

評
価
結
果
に
基
づ
く
対
応
 

事
前
評
価
 

地
方

公
共

団
体

等
が

工
業

用
水

道

事
業

費
補

助
金

の
交

付
を

受
け

て

実
施

す
る

個
々

の
建

設
及

び
改

築

事
業
（
評
価
法
施
行
令
第
３
条
第
４

号
で

定
め

る
要

件
に

該
当

す
る

事

業
）
 ・
新
規
の
事
業
に
補
助
 

金
を
交
付
す
る
場
合
 

・
過
去
、
補
助
金
を
交
 

付
し
た
事
業
で
あ
っ
 

て
、
補
助
金
の
交
付
 

を
休
止
し
て
い
る
事
 

業
に
対
し
て
、
再
度
 

補
助
金
を
交
付
す
る
 

場
合
 

事
業

に
関

す
る

事
前

評
価

を
年

度

末
ま
で
に
実
施
（
予
算
要
求
を
伴
う

事
業

の
評

価
に

つ
い

て
は

概
算

要

求
ま
で
に
実
施
）
 

経
済
産
業
省
に
お
い
て
実
施
 

費
用

便
益

分
析

と
そ

の
他

の
指

標

に
よ

る
評

価
項

目
を

総
合

的
に

評

価
 

  

評
価
結
果
を
基
に
、
当
該
事
業
の
補

助
金

交
付

に
関

す
る

対
処

方
針

を

決
定
 

再
評
価
 

（
事

後
評

価
）
 

地
方

公
共

団
体

等
が

工
業

用
水

道

事
業

費
補

助
金

の
交

付
を

受
け

て

実
施

す
る

個
々

の
建

設
及

び
改

築

事
業
 ・
長
期
に

わ
た
り
継

続
中
の
 

事
業
に
対

し
て
補
助

金
を
 

交
付
す
る

場
合
で
あ

っ
て
、
 

事
業
の
評

価
を
実
施

後
、
 

５
年
以
上

連
続
し
て

補
助
 

金
の
交
付

を
受
け
て

い
る
 

事
業
 

・
事
業
計

画
の
大
幅

な
変
更
 

や
、
事
業

の
継
続
に

対
す
 

る
疑
念
等

が
生
じ
た

こ
と
 

を
確
認
し

た
場
合
 

・
評
価
法

第
７
条
第

２
項
第
 

２
号
に
該

当
す
る
場

合
 

事
業

に
関

す
る

事
後

評
価

を
年

度

末
ま
で
に
実
施
（
予
算
要
求
を
伴
う

事
業

の
評

価
に

つ
い

て
は

概
算

要

求
ま
で
に
実
施
）
 

経
済
産
業
省
に
お
い
て
実
施
 

費
用

便
益

分
析

と
そ

の
他

の
指

標

に
よ

る
評

価
項

目
を

総
合

的
に

評

価
 

  

評
価
結
果
を
基
に
、
当
該
事
業
の
補
助

金
交
付
に
関
す
る
対
処
方
針
を
決
定
 

①
 
事
業
の
継
続
 

現
計
画
に
よ
る
整
備
が
適
切

で

あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
 

②
 
事
業
計
画
を
見
直
し
継
続
 

事
業
実
施
計
画
、施

設
規
模
の
見

直
し
が
必
要
と
認
め
ら
れ
る
場
合
 

③
 
事
業
の
休
止
 

需
要
の
発
生
の
遅
れ
等
の
理

由

に
よ
り
、
当
分
の
間
、
施
設
整
備
を

見
合
わ
せ
る
必
要
が
あ
る
と
認
め

ら
れ
る
場
合
 

④
 
事
業
の
中
止
 

需
要
が
見
込
ま
れ
な
い
等
、
事
業

の
実
施
の

必
要
性

が
失
わ

れ
て
い

る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
 

（
注
）
１
 
経
済
産
業
省
の
評
価
実
施
要
領
等
を
基
に
作
成
し
た
。

２
 
「
区
分
」
欄
の
（
 
）
内
は
、
経
済
産
業
省
の
区
分
に
お
け
る
呼
称
で
あ
る
。
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【
国
土
交
通
省
】
 

区
分
 

対
象
事
業
 

実
施
時
期
 

実
施
主
体
 

評
価
手
法
 

評
価
結
果
に
基
づ
く
対
応
 

事
前
評
価
 

（
新

規
事

業
採

択
時

評
価
）
 

維
持
・
管
理
に
係
る
事
業
、
災
害
復

旧
に

係
る

事
業

等
を

除
く

す
べ

て

の
国
土
交
通
省
所
管
公
共
事
業
 

・
事
業
費
を
予
算
化
し
 

よ
う
と
す
る
事
業
 

・
準
備
・
計
画
に
要
す
 

る
費
用
を
予
算
化
し
 

よ
う
と
す
る
事
業
(
※
)
 

 ※
 

高
規

格
幹

線
道

路
に

係
る

事

業
等

に
お

け
る

着
工

準
備

費
又

は
ダ

ム
事

業
に

お
け

る
実

施
計

画
調

査
費

を
予

算
化

し
よ

う
と

す
る
事
業
で
、
事
業
採
択
前
の
準

備
・
計
画
段
階

で
着
工
時
の
個
別

事
業
箇
所
が
明
確
な
も
の
 

原
則

と
し

て
当

該
予

算
に

係
る

年

度
の
前
年
度
末
ま
で
に
実
施
 

本
省
、
外
局
又
は
国
土
交
通
省
の
設

置
す
る
特
別
の
機
関
 

（
一
括
配
分
に
係
る
事
業
の
場
合
）

地
方
支
分
部
局
等
 

費
用

対
効

果
分

析
を

行
う

と
と

も

に
、
事
業
特
性
に
応
じ
て
環
境
に
与

え
る

影
響

や
災

害
発

生
状

況
等

も

含
め
、
総
合
的
に
評
価
を
実
施
 

  

評
価
結
果
に
基
づ
き
、
当
該
事
業
の

予
算
化
、
補
助
金
交
付
等
に
係
る
対

応
方
針
を
決
定
 

再
評
価
 

維
持
・
管
理
に
係
る
事
業
、
災
害
復

旧
に

係
る

事
業

等
を

除
く

す
べ

て

の
国
土
交
通
省
所
管
公
共
事
業

 

【
左
記
①
の
事
業
】
 

事
業

採
択

後
５

年
目

の
年

度
末

ま
で
に
実
施
 

【
左
記
②
の
事
業
】
 

事
業
採
択
後

1
0
年
目
の
年
度
末

ま
で
に
実
施
 

【
左
記
③
の
事
業
】
 

着
工

準
備

費
又

は
実

施
計

画
調

査
費

の
予

算
化

後
５

年
目

の
年

度

末
ま
で
に
実
施
 

【
左
記
④
の
事
業
】
 

（
３
年
未
着
工
）
 

・
事
業
採
択
後

３
年
目
の
年
度
末
ま

で
に
実
施
 

（
７
年
継
続
）
 

・
事
業
採
択
後

７
年
目
の
年
度
末
ま

で
に
実
施
 

【
直
轄
事
業
】
 

（
本
省
等
が
行
う
事
業
の
場
合
）
 

本
省
、
外
局
又
は
国
土
交
通
省
の

設
置
す
る
特
別
の
機
関
 

（
地

方
支

分
部

局
等

が
行

う
事

業

の
場
合
）
 

地
方
支
分
部
局
等
 

【
独
立
行
政
法
人
等
施
行
事
業
】
 

独
立
行
政
法
人
等
 

【
補
助
事
業
等
】
 

地
方
公
共
団
体
等
、
地
方
公
社
又

は
民
間
事
業
者
等
 

以
下
の
視
点
に
よ
り
評
価
 

①
 
事
業
の
必
要
性
等
 

ⅰ
）
事
業
を
め
ぐ
る
社
会
経
済
情

勢
等
の
変
化
 

ⅱ
）
事
業
の
投
資
効
果
（
原
則
と

し
て

費
用

対
効

果
分

析
を

実

施
）
 

ⅲ
）
事
業
の
進
捗
状
況
 

②
 
事
業
の
進
捗
の
見
込
み
 

③
 

コ
ス

ト
縮

減
や

代
替

案
立

案

等
の
可
能
性
 

  

評
価
結
果
に
基
づ
き
、
当
該
事
業
の

継
続

又
は

中
止

に
係

る
対

応
方

針

（
※

）
、

補
助

金
交

付
等

に
係

る
対

応
方
針
を
決
定
 

 ※
 
事
業
の
継
続
の
方
針
（
必
要
に

応
じ
て
事
業
手
法
、
施
設
規
模
等

内
容

の
見

直
し

及
び

配
慮

す
べ

き
事

項
を

含
む

。
）

又
は

中
止

の

方
針
（
中
止
に
伴
う
事
後
措
置
を

含
む
。
）
 

①
事
業
採
択
後
５
年
間
が
経
過
し
た

時
点
で
未
着
工
の
事
業
 

②
事
業
採
択
後

10
年
間
（
※
）
が
経

過
し
た
時
点
で
継
続
中
の
事
業
 

③
高
規
格
幹
線
道
路
に
係
る
事
業
等

に
お
け
る
着
工
準
備
費
又
は
ダ
ム

事
業
に
お
け
る
実
施
計
画
調
査
費

の
予
算
化
後
５
年
間
が
経
過
し
た

事
業
 

④
事
業
採
択
後
３
年
間
が
経
過
し
た

時
点
で
未
着
工
又
は
事
業
採
択
後

７
年
間
（
※
）
が
経
過
し
た
時
点

で
継
続
中
の
官
公
庁
施
設
の
建
設

等
の
事
業
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区
分
 

対
象
事
業
 

実
施
時
期
 

実
施
主
体
 

評
価
手
法
 

評
価
結
果
に
基
づ
く
対
応
 

 
 

【
左
記
⑥
の
事
業
】
 

再
評

価
実

施
時

か
ら

左
記

⑥
の

期
間

経
過

後
の

年
度

末
ま

で
に

実

施
 

 ※
 

左
記

の
予

備
的

な
検

討
の

結

果
再

評
価

を
実

施
す

る
こ

と
と

な
っ

た
事

業
及

び
事

業
採

択
時

に
お

け
る

予
定

事
業

実
施

期
間

が
５
年
以
内
の
事
業
で
あ
っ
て
、

大
幅

に
事

業
実

施
期

間
が

延
び

る
見
込
み
の
事
業
に
つ
い
て
は
、

事
業

採
択

後
５

年
目

の
年

度
末

ま
で
に
再
評
価
を
実
施
 

 
 

 
⑤
事
業
採
択
後
、
河
川
整
備
計
画
の

策
定
等
が
行
わ
れ
、
同
計
画
に
位

置
付
け
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
事

業
 

⑥
再
評
価
実
施
後
一
定
期
間
（
３
年
、

５
年
又
は

10
年
）
が
経
過
し
て
い

る
事
業
 

⑦
社
会
経
済
情
勢
の
急
激
な
変
化
、

技
術
革
新
等
に
よ
り
再
評
価
の
実

施
の
必
要
が
生
じ
た
事
業
 

 ※
・
事
業
採
択
後
５
年
間
が
経
過
し

た
時
点
で
継
続
中
の
事
業
に
つ

い
て
は
、
社
会
経
済
情
勢
等
の

動
向
、
事
業
の
進
捗
状
況
等
を

踏
ま
え
、
再
評
価
を
実
施
す
る

こ
と
が
適
当
か
ど
う
か
に
つ
い

て
予
備
的
な
検
討
を
行
い
、
再

評
価
の
実
施
の
必
要
性
を
判
断
 

・
事
業
採
択
時
に
お
け
る
予
定
事

業
実
施
期
間
が
５
年
以
内
の
事

業
で
あ
っ
て
、
大
幅
に
事
業
実

施
期
間
が
延
び
る
見
込
み
の
事

業
に
つ
い
て
は
、
再
評
価
を
実

施
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区
分
 

対
象
事
業
 

実
施
時
期
 

実
施
主
体
 

評
価
手
法
 

評
価
結
果
に
基
づ
く
対
応
 

完
了

後
の

評
価
 

（
完

了
後

の
事

後
評

価
）
 

事
業
完
了
後
の
一
定
期
間
（
５
年
以

内
）
が
経
過
し
た
事
業
及
び
改
め
て

完
了

後
の

事
後

評
価

を
行

う
必

要

が
あ
る
事
業
（
※
）
 

 ※
 

事
業

評
価

監
視

委
員

会
の

審

議
結
果
を
踏
ま
え
、
事
後
評
価
の

実
施

主
体

の
長

が
改

め
て

事
後

評
価

を
行

う
必

要
が

あ
る

と
判

断
し
た
事
業
 

・
審
議
結

果
を
踏
ま

え
、
効
 

果
の
発
現

が
十
分
で

は
な
い
 

が
、
今
後

時
間
の
経

過
に
よ
 

り
効
果
の

発
現
が
期

待
で
き
 

る
と
事
後

評
価
の
実

施
主
体
 

の
長
が
判

断
し
た
事

業
 

・
審
議
結

果
を
踏
ま

え
、
改

善
 

措
置
が
必

要
で
あ
る

と
事
後
 

評
価
の
実

施
主
体
の

長
が
判
 

断
し
、
そ

の
措
置
が

講
じ
ら
 

れ
た
事
業
 

・
そ
の
他

、
事
後
評

価
の
実

施
 

主
体
の
長

が
必
要
と

判
断
し
 

た
も
の
 

○
事

業
完

了
後

一
定

期
間

が
経

過

し
た
事
業
 

→
 

事
後

評
価

の
対

象
と

な
る

年

の
年
度
末
ま
で
に
実
施
 

 ○
審
議
結
果
を
踏
ま
え
、
事
後
評
価

の
実

施
主

体
の

長
が

改
め

て
事

後
評

価
を

行
う

必
要

が
あ

る
と

判
断
し
た
事
業
 

→
 
審
議
結
果
を
踏
ま
え
、
事
後
評

価
の

実
施

主
体

の
長

が
実

施
時

期
を
決
定
 

【
直
轄
事
業
】
 

（
本
省
等
が
行
う
事
業
の
場
合
）
 

本
省
、
外
局
又
は
国
土
交
通
省
の

設
置
す
る
特
別
の
機
関
 

（
地

方
支

分
部

局
等

が
行

う
事

業

の
場
合
）
 

地
方
支
分
部
局
等
 

【
独
立
行
政
法
人
等
施
行
事
業
】
 

独
立
行
政
法
人
等
 

【
補
助
事
業
等
】
 

地
方
公
共
団
体
等
、
地
方
公
社
又

は
民
間
事
業
者
等
 

以
下
の
視
点
に
よ
り
評
価
 

①
 

費
用

対
効

果
分

析
の

算
定

基

礎
と
な
っ
た
要
因
（
費
用
、
施

設

の
利
用
状
況
、
事
業
期
間
等
）
の

変
化
 

②
 
事
業
の
効
果
の
発
現
状
況
 

③
 

事
業

実
施

に
よ

る
環

境
の

変

化
 

④
 
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
 

⑤
 
今
後
の
事
後
評
価
の
必
要
性
 

⑥
 
改
善
措
置
の
必
要
性
 

⑦
 
同
種
事
業
の
計
画
・
調
査

の
在

り
方

や
事

業
評

価
手

法
の

見
直

し
の
必
要
性
 

  

○
 
評
価
結
果
に
基
づ
き
、
完
了
後

の
事

後
評

価
を

今
後

実
施

す
る

か
ど
う
か
、
改
善
措
置
を
実
施
す

る
か

ど
う

か
等

の
対

応
方

針
を

決
定
 

○
 

事
後

評
価

の
結

果
を

同
種

事

業
の
計
画
・
調
査
の
在
り
方
や
事

業
評

価
手

法
の

見
直

し
等

に
反

映
 

（
注
）
１
 
国
土
交
通
省
の
基
本
計
画
、
評
価
実

施
要
領
等
を
基
に
作
成
し
た
。
 

２
 
「
区
分
」
欄
の
（
 
）
内
は
、
国
土

交
通
省
の
区
分
に
お
け
る
呼
称
で
あ
る
。
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【
環
境
省
】
 

区
分
 

対
象
事
業
 

実
施
時
期
 

実
施
主
体
 

評
価
手
法
 

評
価
結
果
に
基
づ
く
対
応
 

事
前
評
価
 

評
価

法
施

行
令

第
３

条
に

規
定

す

る
個

々
の

公
共

的
な

建
設

の
事

業

の
実

施
又

は
補

助
を

目
的

と
す

る

政
策
 

 

廃
棄
物
処
理
施
設
整
備
事
業
 

市
町
村
等
が
補
助
金
の
交
付
を
 

受
け
て
行
う
廃
棄
物
処
理
施
設
の
 

整
備
事
業
で
あ
っ
て
、
国
庫
補
助
 

対
象
事
業
費
が

10
億
円
以
上
を
要
 

す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
個
々
の
 

事
業
（
災
害
等
に
よ
る
施
設
の
復
 

旧
事
業
を
除
く
。）

 

自
然
公
園
等
事
業
 

直
轄
事
業
及
び
自
然
環
境
整
備
 

交
付
金
事
業
の
う
ち
以
下
の
事
業
 

を
除
く
す
べ
て
の
事
業
 

①
維
持
、
管
理
に
係
る
事
業
 

②
災
害
復
旧
に
係
る
事
業
 

③
ご
く
少
額
の
事
業
（
2,
00
0
万
 

円
以
下
の
事
業
）
 

④
調
査
に
係
る
事
業
 

【
廃
棄
物
処
理
施
設
整
備
事
業
】
 

評
価

対
象

補
助

事
業

の
国

庫
補

助
の
採
択
の
決
定
に
併
せ
て
、
当
該

評
価

対
象

補
助

事
業

の
評

価
を

実

施
 

 【
自
然
公
園
等
事
業
】
 

原
則

と
し

て
当

該
予

算
に

係
る

年
度
の
前
年
度
末
ま
で
に
実
施
（
補

正
予

算
等

に
よ

り
年

度
途

中
に

評

価
対
象
事
業
を
実
施
す
る
場
合
は
、

当
該
年
度
に
評
価
を
実
施
）
 

【
廃
棄
物
処
理
施
設
整
備
事
業
】
 

環
境
省
（
大
臣
官
房
廃
棄
物
・
リ

サ
イ
ク
ル
対
策
部
）
 

 【
自
然
公
園
等
事
業
】
 

○
直
轄
事
業
 

（
国
立
公
園
整
備
事
業
）
 

地
方
環
境
事
務
所
 

（
国
民
公
園
等
整
備
事
業
）
 

国
民
公
園
等
管
理
事
務
所
 

○
自
然
環
境
整
備
交
付
金
事
業
 

自
然

環
境

整
備

交
付

金
の

交
付

を
受
け
る
都
道
府
県
 

【
廃
棄
物
処
理
施
設
整
備
事
業
】
 

市
町
村
、
都
道
府
県
及
び
民
間
事

業
者
等
が
、
補
助
金
の
申
請
に
当
た

り
提

出
す

る
事

業
計

画
書

に
お

い

て
当

該
評

価
対

象
補

助
事

業
に

関

し
て

自
ら

実
施

す
る

費
用

対
効

果

分
析
の
結
果
を
踏
ま
え
、
評
価
対
象

補
助
事
業
の
必
要
性
、
効
率
性
及
び

有
効

性
の

観
点

等
か

ら
費

用
対

効

果
分

析
を

実
施

す
る

こ
と

等
に

よ

り
、
当
該
評
価
対
象
補
助
事
業
の
評

価
を
実
施
 

 【
自
然
公
園
等
事
業
】
 

費
用

便
益

分
析

及
び

そ
の

他
の

手
法
に
よ
り
、
総
合
的
か
つ
客
観
的

に
事
業
を
評
価
 

  

【
廃
棄
物
処
理
施
設
整
備
事
業
】
 

評
価
結
果
は
、
国
庫
補
助
対
象
事

業
と

し
て

の
採

否
の

決
定

に
活

用

す
る
ほ
か
、
廃
棄
物
処
理
施
設
の
整

備
方
策
等
の
検
討
に
活
用
 

 【
自
然
公
園
等
事
業
】
 

評
価
結
果
に
基
づ
き
、
当
該
事
業

の
予

算
化

に
係

る
対

応
方

針
を

決

定
 

（
注
）
環
境
省
の
基
本
計
画
、
評
価
実
施
要
領
等

を
基
に
作
成
し
た
。
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資料Ⅰ－２－３－① 政府開発援助に係る評価等に関する主な経緯 

 

 

 

１９５４年   ・ コロンボ・プランに加盟し、政府開発援助を開始 
 

１９７５年   ・ 海外経済協力基金（現在の国際協力銀行）において事後評価活動を開始 
 

１９８１年   ・ 外務省において事後評価を開始 
 

１９８２年   ・ 国際協力事業団（現在の独立行政法人国際協力機構）において事後評価  
活動を開始 

 
１９８９年   ・ 日本が世界最大の援助国（トップドナー）となる（１９９０年を除き２０

００年まで）。 
 

１９９１年   ・ 経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の開発援助委員会（ＤＡＣ）上級会合にお

いて「ＤＡＣ評価原則」を採択 
 

１９９２年   ・ 政府開発援助の基本理念である「政府開発援助大綱」を閣議決定（平成４
年６月 30 日） 

 
１９９８年   ・ 「ＯＤＡの透明性・効率性の向上について」（平成 10 年 11 月 27 日対外経

済協力関係閣僚会議幹事会申し合わせ） 
          〈ＯＤＡ事業の評価については、評価システムの充実に努め、可能な限り

事後評価を実施し、その結果を公表するとともに、学識経験者、ＮＧＯ等の
第三者による評価の制度を充実する。事業の性格に応じた効果的な評価手法

の開発・導入に努める等〉 
 

１９９９年   ・ 「政府開発援助に関する中期政策」（平成 11 年８月 10 日閣議報告） 
〈事業の性格に応じた効果的な評価手法を開発・導入し、評価システムの

充実に努めること〉 
 

２００１年   ・ 国際協力事業団及び国際協力銀行において事前評価活動を開始 
   ・ 行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成 13 年法律第 86 号）が公布 

 
２００２年   ・ 行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成 13 年法律第 86 号）が施行

（４月１日） 
        ・ 共同省令（平成 14 年総務省・外務省令第１号）により、個々の政府開発援

助に係る事前評価について、評価法の適用を除外 
 

２００３年   ・ 共同省令（平成 15 年総務省・外務省令第２号）により、総務省・外務省令
第１号を廃止（個々の政府開発援助について、評価法に基づく事前評価を実

施） 
   ・ 「政府開発援助大綱」を改定（15 年８月 29 日閣議決定） 

          〈事前から中間、事後と一貫した評価及び政策、プログラム、プロジェク
トを対象とした評価を実施する等〉 

 
２００５年   ・ 「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2005」（平成 17 年６月 21 日

閣議決定）において、無償資金協力等について、プロジェクトに要したコス
トを含む定量的な事後評価の実施を徹底するとされ、個々の無償資金協力に

ついて、事後評価が導入される。 
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資
料

Ⅰ
－

２
－

３
－

②
 

個
々

の
政

府
開

発
援

助
の

実
施

の
流

れ
（

無
償

資
金

協
力

）
 

               
（

注
）

財
団

法
人

国
際

協
力

推
進

協
会

等
の

資
料

を
基

に
作

成
し

た
。

 

                   

対
 
 
象
 
 
国

 
（
各
種
整
備
計
画
）

 
国
際
協
力
機
構
（
実
施

機
関
）

 

援
助
要
請

 
内
容
の
検
討

 
・
事
前
調
査

 
 
 
 
【
国
際
協
力

機
構
に

よ
る
事
業
事
前
評
価

】
 

・
基
本
設
計
調
査

 

関
係
機
関
等
と
の
協
議

等
 

交
換
公
文
案
の
提
示
・

交
渉

 

閣
 
議
 
請
 
議

 
閣
 
議
 
決
 
定

 
交
換
公
文
の
署
名

 

業
者
と
の
契
約
・
認
証

 

事
 
業
 
着
 
工

 

資
金
の
支
払
い

 
事
 
業
 
完
 
了

 

日
 
本
 
政
 
府

 
（
国
別
援
助
計
画
等
）

 
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
監
理

等
 

事
業
事
前
評
価
書

の
公
表

 
 

事
前
評
価
書
の
送
付
・
公
表

 
 

 

【
事
前
評
価
】
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資
料

Ⅰ
－

２
－

３
－

③
 

個
々

の
政

府
開

発
援

助
の

実
施

の
流

れ
（

有
償

資
金

協
力

）
 

                             
（

注
）

財
団

法
人

国
際

協
力

推
進

協
会

等
の

資
料

を
基

に
作

成
し

た
。

 

                   

対
 
 
象
 
 
国

 
（
各
種
整
備
計
画
）

 
日
 
本
 
政
 
府

 
（
国
別
援
助
計
画
等
）

 
国
際
協
力
機
構
（
実
施

機
関
）

 

援
助
要
請

 
内
容
の
検
討

 
調
査
・
審
査
【
国
際
協

力
銀
行
に
よ
る
事

業
事
前
評
価

】
 

関
係
機
関
等
と
の
協
議

等
 

供
与
事
前
通
報

 

閣
 
議
 
請
 
議

 
閣
 
議
 
決
 
定

 
交
換
公
文
の
署
名

 

国
際
協
力
銀
行
と
借
款

契
約
の
締
結

 

業
者
と
の
契
約
の
締
結

 

事
 
業
 
着
 
工

 

事
 
業
 
完
 
了

 

資
金
の
貸
付
け

 

【
未
了
に
係
る
事
後
評

価
】

 

【
未
着
手
に
係
る
事
後

評
価
】

 
事
業
事
前
評
価
書

の
公
表

 
 

事
前
評
価
書
の
送
付
・
公
表

 
 

供
与
案
作
成
／
【
事
前
評

価
】
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資料Ⅰ－２－３－④ 

 
外務省における事前評価の実施について 

実施方針 
１５年４月 

外務省調査計画課評価室 
 
１．事前評価の位置づけ 

  事前評価を政策決定プロセスの一環として位置づけることとする。具体的には、無償資金協力

については、従来案件採択時に作成していた財務実行協議資料に実質的に代替するものとし、有

償資金協力については、従来案件採択時に作成していた「供与方針」に実質的に代替するものと

する。（なお、事前評価表フォーマットは、これらの資料を土台として、他省、他ドナーの例も

参考とした評価手法研究を踏まえ、作成したものである。） 
   （参考）政策評価に関する基本方針：１３年１２月 
    政策の決定に先立ち、当該政策に基づく活動により得られると見込まれる政策効果を基礎として的

確な政策の採択や実施の可否を検討し、又は複数の政策代替案の中から適切な政策を選択する上で

重要な情報を提供する見地から行うものとする。 
 
２．事前評価の対象 

（１）供与見込額が１０億円以上の個別の無償資金協力プロジェクト及び１５０億円以上の個別の

有償資金協力プロジェクト＊。 
（２）平成１５年４月１日以降に、閣議決定がなされるものを対象とする。 
   *政策評価法上は、事前評価の対象が「供与限度額が１０億円以上のプロジェクト関連の個々

の無償資金協力、及び供与限度額が１５０億円以上のプロジェクト関連の個々の有償資金協

力の実施を目的とする政策」とされている。 
 
３．事前評価の責任者 

  無償資金協力については、無償資金協力課長。有償資金協力については、有償資金協力課長。 
 
４．事前評価の項目（別添フォーマット参照） 

  評価対象案件、無償乃至有償資金協力の必要性（対象国の経済状況、開発ニーズ、わが国のＯ

ＤＡ基本政策との関係、二国間関係）、案件概要（目的、実施内容、無償乃至有償資金協力の成

果の目標）、有識者等の意見等 
 
５．公表時期及び手段 

  Ｅ／Ｎ署名後、速やかにホームページに掲載できる状態にする。但し、初回に関しては、記事

資料として公表。 
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（別添） 

政策評価法に基づく事前評価書 
 
 
 
 
１．案件名 

１－１ 供与国名 
１－２ 案件名 
 
２．無償／有償資金協力の必要性 

２－１ 二国間関係 
２－２ 対象国の経済状況 
 （経済状況、なお、有償資金協力の場合は債務負担能力も含む） 
２－３ 対象国の開発ニーズ 
２－４ 我が国の基本政策との関係（国別援助計画等との関係。但し、必要に応じ、ＯＤＡ大綱（基

本原則）、ＯＤＡ中期政策に言及） 
２－５ 無償／有償資金協力を実施する理由 
 
３．案件概要 

３－１ 目的（アウトプット） 
３－２ 実施内容 
   （無償資金協力の場合：供与見込み額、供与機材等） 
   （有償資金協力の場合：供与限度額、供与条件、支出期間等） 
３－３ 環境社会配慮、外部要因リスクなど留意すべき点 
３－４ 無償／有償資金協力の成果の目標（アウトカム） 
 
４．事前評価に用いた資料、有識者等の知見の活用 
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資料Ⅰ－２－３－⑤ 

 

外務省：個々の政府開発援助の事後評価書（未着手・未了）様式 

 

案件名【供与国名】 

政策所管局課 

評価年月 

１．案件概要 

（１）供与国名  

（２）案件名  

（３）目的・事業内容  

 

（イ）供与限度額： 

（ロ）金利 

（ハ）償還（据置）期間： 

（ニ）調達条件： 

２．事業の評価 

（１）経緯・現状  

（２）今後の対応方針  

３．政策評価を行う過程

において使用した資料等 

 

（注）外務省から送付を受けた評価書を基に作成した。 
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